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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

　

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) － － － － 1,926,874

経常利益 (千円) － － － － 330,710

当期純利益 (千円) － － － － 158,250

純資産額 (千円) － － － － 1,375,550

総資産額 (千円) － － － － 1,736,499

１株当たり純資産額 (円) － － － － 60,476.54

１株当たり当期純利益 (円) － － － － 6,967.70

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － 6,853.93

自己資本比率 (％) － － － － 79.1

自己資本利益率 (％) － － － － 12.2

株価収益率 (倍) － － － － 17.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － － 98,528

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － － △328,871

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － － △1,996

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － － － － 714,141

従業員数
[外平均臨時雇用者数]

(名)
－
[－]

－
[－]

－
[－]

－
[－]

89
[9]

(注) １　売上高には、消費税等が含まれておりません。

２　第８期より連結財務諸表を作成しているため、第７期以前については記載しておりません。

３　第８期の連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あずさ監査法人の監査

を受けております。
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（２）提出会社の経営指標等

　

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 92,624 121,372 448,8231,530,0721,887,771

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △670 △2,000 142,803 401,243 391,421

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) △7,054 △2,671 80,636 237,173 219,033

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 10,000 10,000 25,369 457,976 458,028

発行済株式総数 (株) 200 200 6,820 22,710 22,718

純資産額 (千円) 4,460 1,789 113,1631,216,3741,436,333

総資産額 (千円) 35,831 48,202 309,5481,631,3711,775,037

１株当たり純資産額 (円) 22,303.578,946.2216,592.9153,524.9663,152.10

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

－

(　　－　)

－

(　　－　)

－

(　　－　)

－

(　　－　)

－

(　　－　)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △35,270.02△13,357.3512,910.2513,615.309,643.97

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － 13,159.529,486.50

自己資本比率 (％) 12.4 3.7 36.6 74.5 80.8

自己資本利益率 (％) － － 140.3 35.7 16.5

株価収益率 (倍) － － － 47.9 12.9

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △7,864 9,442 137,017 －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △253 △34,192△109,249 －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － 4,693 52,006 889,209 －

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － 2,247 29,504 946,481 －

従業員数
[外平均臨時雇用者数]

(名)
11
[2]

15
[2]

22
[5]

61
[17]

75
[9]

（注）１　売上高には、消費税等が含まれておりません。

２　第７期以前の持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。また、第８期より

連結財務諸表を作成しているため、第８期の持分法を適用した場合の投資利益は、記載しておりません。

３　第４期及び第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失となっており、

新株予約権の残高がないため、記載しておりません。

４　第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上

場であったため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

５　第４期及び第５期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６　第６期以前の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、株価が把握できませんので、記載してお

りません。
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７　第４期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッ

シュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高については、キャッシュ・フロー計算書を作成していない

ため、記載しておりません。また、第８期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・

フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の

期末残高は記載しておりません。

８　第４期の平均臨時雇用者数については、期末人員数を記載しております。

９　第５期から第７期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第８期の財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を受けておりますが、第４期の

財務諸表については、監査を受けておりません。

10　当社は平成18年１月25日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。また、平成18年11月７日付で

株式１株につき２株の株式分割を行っております。この影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指

標の推移を参考までに掲げると、以下のとおりとなります。なお、第４期の数値についてはあずさ監査法人の

監査を受けておりません。

回次 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

１株当たり純資産額 (円) 557.59 223.66 8,296.46

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
－
(－)

－
(－)

－
(－)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △881.75 △333.93 6,455.13

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － －
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２【沿革】

平成12年６月福岡市中央区赤坂に有限会社アイフリークを設立。

平成13年７月有限会社ソリューション・ドット・コムと提携しｉモード(R)向け公式コンテンツ「わんわんフ
リーク」サービス開始。

平成13年12月有限会社アイフリークを株式会社に改組。

平成15年２月株式会社電通九州と提携しちびまる子ちゃんのEZアプリ(BREW(R))などが楽しめるEZweb向け公式
コンテンツ「さくらももこワールド」サービス開始。

平成15年４月ｉモード(R)505ｉシリーズ向け公式コンテンツ「ちびにゃん学園」サービス開始。

平成15年７月株式会社富士通へF505i向けプリインストールiアプリ(R)「ちびわんふれんず」を提供。

平成15年９月福岡市中央区高砂へ本社を移転。

平成16年６月ｉモード(R)向け公式コンテンツ「デコメ(R)★コレクション」サービス開始。

平成16年９月第３回 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州「学生ｉアプリ(R)コンテスト」運営協力。

平成16年９月東京都港区虎ノ門に東京事務所を新設（平成18年４月支店に変更）。

平成16年10月EZweb向け公式コンテンツ「ちびにゃん学園」サービス開始。

平成17年４月アイピーフォー株式会社と提携しｉモード(R)向け公式コンテンツ「LOVE SIGN」（平成19年２月
に「girls★取り放題」に名称を変更。）サービス開始。

平成17年６月資本金を25,369千円に増資。

平成17年９月デコメーション(注１)コンテンツ紹介サイト「I LOVE デコメール(R)」オープン。

平成17年９月ｉモード(R)向け公式コンテンツ「男のデコメ(R)」サービス開始。

平成18年４月福岡市中央区大名へ本社を移転。

平成18年５月Yahoo!コンテンツストアへｉモード(R)向けコンテンツ「デコメ(R)★コレクション」「男のデコ
メ(R)」「えもじ★取り放題」「手描き★取り放題」「誕生日★デコメ(R)」サービス開始。

平成18年５月Vodafone live！(現Yahoo!ケータイ)向け公式コンテンツ「まんが★読み放題」サービス開始。

平成18年７月東京都港区麻布十番へ東京支店を移転。

平成18年９月資本金を134,886千円に増資。

平成18年９月EZweb向け公式コンテンツ「メール★コレクション」「男のメール」「girls★取り放題」「えも
じ★取り放題」「手描き★取り放題」「記念日★メール」「まんが★読み放題」サービス開始。

平成18年10月Yahoo!ケータイ向け公式コンテンツ「メール★コレクション」「男のメール」「girls★取り放
題」「えもじ★取り放題」「手描き★取り放題」「記念日★メール」サービス開始。

平成18年11月株式会社リクルートとモバイル分野におけるＨＴＭＬ形式メール(注１)を活用した商品開発に関
する業務提携を行うことで合意。

平成19年３月株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」に上場。
資本金を457,976千円に増資。

平成19年４月デコメーション対応無料メルマガ発行スタンド「デコ★スタ」サービス開始

平成19年４月「きせかえツール(R)」対応ｉモード(R)向け公式コンテンツ「きせかえ★コレクション」サービ
ス開始。

平成19年８月株式会社主婦の友社と提携しｉモード(R)及びEZweb向け公式コンテンツ「花のデコり塾」サービ
ス開始。

平成19年12月東京都港区麻布十番にギフトに特化したＥコマースビジネスを行うことを目的として株式会社
フィール・ジー（連結子会社）を設立。
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(注) １　「ＨＴＭＬ形式メール」、「デコメーション」及び各通信キャリア（移動体通信事業者）におけるサービスの

名称について

　　　文字（テキスト）のみを使って文章を作成するテキスト形式メールに対し、背景色や文字の色、大きさの変更、

イラストやアニメーション画像の添付など、ユーザーが自由にメールに装飾できる形式をＨＴＭＬ形式メー

ルといいます。

　　　各通信キャリアにおいて、ＨＴＭＬ形式メールサービスの名称は、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモが「デ

コメール(R)」、ＫＤＤＩ株式会社が「デコレーションメール」、ソフトバンクモバイル株式会社が「デコレ

メール(R)（旧アレンジメール(R)）」としております。

　　　当社が提供するコンテンツは、ＨＴＭＬ形式メール機能に対応した携帯電話に対する各通信キャリアのメール

サービスを通じ、メールを自由に装飾するための素材やキャラクター等を提供するものです。なお、当社グ

ループにおいては、「デコレーション」、「メール」及び「コミュニケーション」の単語をあわせて創作した

造語である「デコメーション」という名称を利用しております。

２　「BREW」は Qualcomm Incorporated の登録商標です。

３　「ｉモード」「ｉアプリ」「デコメール」「デコメ」及び「きせかえツール」は株式会社エヌ・ティ・ティ

・ドコモの登録商標です。

４　「デコレメール」及び「アレンジメール」はソフトバンクモバイル株式会社（旧ボーダフォン株式会社）の

商標または登録商標です。
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３【事業の内容】

　当社グループは「新しいモバイルコミュニケーション・ツールによる新しいライフスタイルの創造」をビジネスドメ

インとして、インターネットに接続可能な携帯電話の利用者（ユーザー）向けにモバイルコンテンツを提供する「モバ

イルコンテンツ事業」と、モバイルコンテンツ事業で培ったノウハウとデジタルコンテンツ資産を活用し、企業向けに

モバイルコンテンツを企画・構築・運営する「モバイルマーケティング事業」を展開しております。なお、「モバイル

マーケティング事業」は、平成20年４月より「モバイルイノベーション事業」に名称を変更しております。

　また、平成19年12月に子会社（株式会社フィール・ジー）を設立し、当連結会計年度より事業を開始いたしました。子

会社では、当社で培ったノウハウとデジタルコンテンツ資産、顧客基盤等を有効活用し、Ｅコマース事業を行っておりま

す。なお、子会社は、平成20年４月１日にモバイル版Ｅコマースサイト「お気持ち．ｊｐ」のβ版を開設しております。

　なお、当社グループの事業区分は、事業の種類別セグメントにおける事業区分と同一の区分であります。

　

　事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　

（１）モバイルコンテンツ事業

モバイルコンテンツ事業におきましては、携帯電話事業者（以下、通信キャリア）（注１）の有料公式サイトを通

じ、ＨＴＭＬ形式メール用のデジタルコンテンツ（注２）や、コミュニケーション型キャラクター育成ゲーム、キャラ

クターを利用した待受画面等の提供を行っております。当連結会計年度末現在、通信キャリアに合計33の公式コンテ

ンツを、ポータルサイト運営事業者であるヤフー株式会社の「Ｙａｈｏｏ！コンテンツストア」（パソコンで携帯電

話のコンテンツを購入できるサービス）に、６サイトを提供しております。また、他社が提供するコンテンツの開発運

営協力により収益分配を受けているコンテンツが９コンテンツあります。

　
(注) １　当社グループは現在、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下、ＮＴＴドコモ）及び株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ九州（以下、ＮＴＴドコモ九州）、ＫＤＤＩ株式会社（以下、ＫＤＤＩ）及びソフトバンクモバ

イル株式会社（以下、ソフトバンクモバイル）の通信キャリアと取引を行っております。
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２　デジタルコンテンツとは、デジタル形式で表記された文書、画像、映像で記録されているコンテンツのことをい

います。

３　ＮＴＴドコモは、平成20年７月１日付けでＮＴＴドコモ九州の吸収合併が決定していることを発表しておりま

す。

　

　モバイルコンテンツ事業の特徴は、次のとおりであります。

　① 第３世代（以下、３Ｇ）携帯電話市場を見据えたリッチコンテンツ提供

モバイルコンテンツ事業の第１の特徴は、３Ｇ携帯電話市場に向けたコンテンツを中心にサービスを提供して

いることであります。携帯電話契約数が、当連結会計年度末には前事業年度末比6.2％増の１億272万台となり、ま

た高速かつ大容量データの通信が可能な第３世代移動通信サービスである３Ｇ対応の携帯電話契約数は、当連結

会計年度末に前事業年度比26.0％増の8,805万台に達しております（携帯電話契約数は社団法人電気通信事業者

協会調べ）。

このような環境において、当社グループがモバイルコンテンツ事業において提供しているサービスは、３Ｇ携帯

電話向けコンテンツのデコメーションの素材やテンプレートが中心となっております。

　

　② コミュニケーション手段の提供

モバイルコンテンツ事業の第２の特徴は、コミュニケーションという「想いを伝えたい」という人の欲求を

テーマとしていることにあります。

　当社グループの主要コンテンツは、「デコメ(R)★コレクション」を代表とするデコメーションです。デコメー

ションは、従来の文字コード（テキスト）のみを利用して作成するテキスト形式メールと比較すると、多種多様な

キャラクターやデザインを利用することが可能となり、またこれらの画像にアニメーション機能が加わり、主に10

代から30代を中心とするユーザー層に新たなコミュニケーションツールとして利用されております。

　当社グループのデコメーションの特徴は、メールを送るためのコンテンツという観点から、従来のキャラクター

に依存したコンテンツだけではなく、気持ちや利用シーンに合ったコンテンツを多種多様なデザインで提供して

いることです。さらに検索機能や文字合成等の便利な機能を充実させることにより、よりコミュニケーションツー

ルとしてのユーザー満足度を高めております。

　また、コンテンツ毎にテーマを設定し、特定のユーザー層や特定の利用シーンを想定したコンテンツ制作を行い、

コミュニケーションツールに対するユーザーニーズを掘り起こしております。

　

　

（２）モバイルマーケティング事業

モバイルマーケティング事業におきましては、モバイルコンテンツ事業により蓄積されたノウハウ・技術力及び

当社グループの保有する約86,000点（当連結会計年度末現在）のデジタルコンテンツを基盤として、様々な企業のモ

バイルコンテンツを構築・運営しており、モバイルコンテンツ全般に総合的なサービスを提供しております。

　

モバイルマーケティング事業の特徴は、次のとおりであります。

　① ノウハウ・技術力の応用

　当社グループは、モバイルマーケティング事業におきまして、従前より携帯電話メーカー向けプリインストール

アプリケーション開発をはじめ、モバイル向けキャンペーン用アプリケーションの開発等を行っており、その蓄積

された技術、知識等を活かし、携帯電話端末メーカー・通信キャリア・コンテンツプロバイダー等へ、アプリケー

ションの開発から、モバイルコンテンツの企画・運営・プロモーション・マーケティングまで、総合的なマーケ

ティングソリューションサービスを提供しております。

　これまでの提供例としましては、株式会社日本緊急通報サービスの提供するＧＰＳ機能を用いたＮＴＴドコモの

公式サイト「ＨＥＬＰＮＥＴ」のモバイルコンテンツ企画・開発・運営や、ＮＴＴドコモ九州にデコメーション
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を利用したキャンペーンサイトの企画・開発・運営等があります。

　また、当連結会計年度には、動画付き携帯電話メールマガジンシステム等の提供も開始しており、モバイルコンテ

ンツ事業で培ってきたノウハウ・技術力等を活かした事業の拡大を図っております。

　

　② デジタルコンテンツの有効活用

当社グループの所有するデジタルコンテンツの資産は約86,000点（当連結会計年度末現在）あり、その２次的

活用として、コンテンツレンタルサービスを行っております。

これまで、着メロコンテンツプロバイダーや大手モバイルＥＣサイトのデコメーションコーナーへの提供等が

あります。

また、子会社において運営するＥコマース事業にも、これらのデジタルコンテンツを活用したサービスの仕組み

が構築されております。

　

　③ 外部クリエーターのネットワーク「ＣＲＥＰＯＳ（クリポス）」

モバイルマーケティング事業の第３の特徴は、イラスト等のデジタルコンテンツの確保にあたり約3,200名（当

連結会計年度末現在）の外部クリエーターを組織化している点にあります。当社では、クリエーター支援・サポー

トサイト「ＣＲＥＰＯＳ（クリポス）」というＷｅｂ管理システムによってネットワーク化しており、仕事のオ

ファーから納品まで一貫して業務をサポートしております。これにより、特定のデザイン会社からの外注仕入と比

較すると、多数のクリエーターから豊富なデジタルコンテンツが供給され、モバイルコンテンツ事業で必要な素材

のコンテンツへの更新間隔を短縮できます。また、クリエーターとの直接取引により、迅速かつ低コストでデジタ

ルコンテンツを確保することができます。さらに、受託事業におきましては、「ＣＲＥＰＯＳ（クリポス）」経由

で制作された素材が各企業にも提供されております。

　

　

（３）Ｅコマース事業

当社は「新しいモバイルコミュニケーション・ツールによる新しいライフスタイルの創造」というビジネスドメ

インを追求した結果、ビジネスドメインを拡大するために子会社を設立し、Ｅコマース事業を開始いたしました。

　

Ｅコマース事業の特徴は、次のとおりであります。

　① 誰でも気軽に大切な気持ちとともにギフトが贈れる「カジュアルギフトスタイル」

　当社は、平成19年12月に子会社を設立し、当連結会計年度より事業を開始いたしました。子会社におきましては、

Ｅコマース事業を展開しており、平成20年４月１日にモバイル版Ｅコマースサイト「お気持ち.ｊｐ」のβ版を開

設いたしました。「お気持ち.ｊｐ」では、これまでのギフトサービスにはない、ギフトを贈る人も受け取る人も気

軽に利用できるコミュニケーションを軸としたサービスであり、デコメーションにのせた大切な「気持ち」とと

もにギフトが贈れる「カジュアルギフトスタイル」を提案しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合(％)

関係内容

（連結子会社）

(株)フィール・ジー 東京都港区 80,000Ｅコマース事業 100.0
ＨＴＭＬメール素材の販売
資金の貸付
役員の兼任２名

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

３　(株)フィール・ジーは特定子会社に該当しております。

４　(株)フィール・ジーは、平成19年12月に設立いたしました。

　

　

５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

(平成20年３月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

　モバイルコンテンツ事業 41［1］

　モバイルマーケティング事業 6［1］

　Ｅコマース事業  8［-］

　全社（共通） 34［7］

合計 89［9］

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。

２　臨時雇用者数は、最近一年間の平均人員を[ ]外数で記載しております。

３　従業員数には、使用人兼務取締役３名を含んでおります。

　

（２）提出会社の状況

(平成20年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

75[9] 30.2 1.9 4,805

（注）１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　臨時雇用者数は、最近一年間の平均人員を[ ]外数で記載しております。

３　従業員数には、使用人兼務取締役３名を含んでおります。

４　前事業年度に比べ従業員数が14名増加しているのは、事業規模の拡大によるものであります。

５　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含め、ストック・オプションによる株式報酬費用は除いております。

　

（３）労働組合の状況

労働組合は組成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

　

当社グループは、平成19年12月５日付けで子会社を設立し、当該子会社を連結の範囲に含めたことにより、当連結会計年

度から連結財務諸表を作成しております。前連結会計年度との対比の記載については、比較有用性の観点から、平成19年３

月期（個別）と平成20年３月期（連結）を比較しております。なお、事業の種類別セグメント別の業績の開示は、当連結会

計年度より行っているため、前事業年度の事業の種類別セグメント別の営業損益については記載しておりません。

１【業績等の概要】

（１）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、外需の高まりや堅調な設備投資を背景に景気は緩やかに回復

基調で推移した一方、米国のサブプライム問題の影響や原油価格の高騰など、先行きの不透明感が増大

いたしました。

　このような状況のもと、モバイル業界におきましては、携帯電話契約数が、当連結会計年度末には前事

業年度末比6.2％増の１億272万台となり、ついに１億台を突破するに至りました。また、第３世代移動通

信サービスである３Ｇ対応の携帯電話契約数は、前事業年度末比26.0％増の8,805万台に達し、飛躍的な

伸びを見せております（携帯電話契約数は社団法人電気通信事業者調べ）。ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及

びソフトバンクモバイルの主要３キャリアが新規に投入する機種の多くには、当社グループが主力とし

ているデコメーションを利用するための機能が標準で搭載されており、当社グループのサービスを利用

できるユーザー数は増加しております。一方で、デコメーションを含むいわゆるリッチコンテンツの普

及、有料コンテンツと無料コンテンツの二極化等、モバイルコンテンツ業界の市場構造自体が急激に変

化し、モバイルコンテンツを提供する企業間の競争は激化しております。また、モバイルを活用したイン

ターネット接続が急速に普及し、生活に欠かすことのできない重要な社会インフラとなる一方、青少年

が違法あるいは有害情報に触れる機会が増えたことから、携帯電話事業者によるフィルタリング（有害

サイトアクセス制限サービス）規制強化への対応、携帯電話の高機能化による新技術への対応スピード

を求められる等、当社グループを取り巻く環境は大きく変化しております。

　このような環境において、当社グループでは基幹事業のデコメーションコンテンツの充実、リッチコン

テンツのひとつである、Ｆｌａｓｈ(R)のモバイルにおけるコンテンツへの対応、新たな収益機会の創出

を目的とした新規事業の展開等、総合コミュニケーションプロバイダーとして、「新しいモバイルコ

ミュニケーション・ツールによる新しいライフスタイルの創造」をビジネスドメインとした展開を進

めてまいりました。その一環として、平成19年12月５日にコミュニケーションサービスとＥコマース

サービスが融合した新しいＥコマース事業に進出するため、子会社を設立いたしました。

　以上の結果、新たな収益基盤の確立のための先行投資として子会社設立に伴う初期コスト及び管理費

の発生等がありましたが、売上高は1,926,874千円（前事業年度は1,530,072千円）、営業利益は330,404

千円（前事業年度は426,041千円）、経常利益は330,710千円（前事業年度は401,243千円）、当期純利益

は158,250千円（前事業年度は237,173千円）となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① モバイルコンテンツ事業

　モバイルコンテンツ事業におきましては、積極的かつ効果的な広告宣伝等を行い、コンテンツ利用

者（ユーザー）の獲得を目指しながら収益性を高め、成長性の維持に取り組んだことで業績は堅調

に推移し、売上高は1,789,510千円（前事業年度は1,400,592千円）、営業利益は479,998千円となり
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ました。

　当連結会計年度におきましても、複数の新規コンテンツ投入により、主要３キャリアに対して幅広

いユーザーニーズに対応できるデコメーションコンテンツを取り揃えることができました。

　また、当社グループが提供するコンテンツの素材制作を担っている独自のクリエーターネットワー

クサイト「ＣＲＥＰＯＳ（クリポス）」の登録クリエーター数は、当連結会計年度末において約

3,200名（前事業年度末は約550名）、当社グループにおける総素材数は約86,000点（前事業年度末

は約49,000点）となっており、高品質かつ人気の高い素材を安定的に確保し、多様化するユーザー

ニーズに対応してまいりました。

　さらにデコメーションコンテンツ以外のコンテンツとしては、３Ｇ対応携帯電話向けに、携帯電話

のカスタマーピクチャー（ＮＴＴドコモが提供する「きせかえツール(R)」機能向けコンテンツ）

を提供しております。これらのコンテンツの制作体制の構築にも力を入れ、業績の拡大を目指してま

いりました。

　今後、デコメーション市場の拡大、モバイルでのＦｌａｓｈ(R)活用による新サービス等、競合企業

との競争が激化する中で、他社に先駆けた新たなコンテンツの投入、新技術への対応や優秀なクリ

エーターを確保することによる質の高いコンテンツ提供等に努め、更なる会員獲得を図ってまいり

ます。

　

② モバイルマーケティング事業

　モバイルマーケティング事業におきましては、前事業年度からの継続した受託売上を中心に、売上

高は97,364千円（前事業年度は129,480千円）となりました。上期においては広告収入の獲得と有料

コンテンツへの会員導線の確保を目的とし、無料デコメーションコンテンツ（「デコ★スタ」及び

「デコりたガール」）の構築・運営及び広告宣伝活動に注力してまいりましたが、フィルタリング

規制強化等の環境変化の下、これらのコンテンツの運営は縮小を余儀なくされ、結果として90,004千

円の営業損失となりました。現在は、新たに動画付き携帯電話メールマガジンシステム等の提供を開

始しております（第１弾として福岡ソフトバンクホークスマーケティング株式会社に提供）。

　今後は、収益構造の見直しを図ると共にモバイルコンテンツ事業で培ったリソースを有効に活かす

べく、Ｆｌａｓｈ(R)のモバイルコンテンツ制作体制の活用、ＣＲＥＰＯＳ登録クリエーターの活用

等により、受託事業の拡大を目指してまいります。モバイルマーケティング事業における収益基盤を

確保することで、モバイルコンテンツ事業に過度に依存しない体制を目指してまいります。

　

③ Ｅコマース事業

　Ｅコマース事業におきましては、平成19年12月に子会社を設立し、当連結会計年度より事業を開始

いたしました。設立費用及び事業基盤確立のための先行投資が発生し、売上高は40,000千円、営業損

失は59,890千円となりました。

　今後は、モバイルコンテンツ事業及びモバイルマーケティング事業で培ったノウハウ、技術力及び

顧客基盤等を有効活用しながら、早期の黒字化を目指し、当社グループの新たな収益源となるよう事

業拡大を図ってまいります。

　

(注)　「Ｆｌａｓｈ」は Adobe System Incorporated の米国ならびにその他の国における商標または登録商標です。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、資金）は、主に無形固定資産の取得による支出

により、前事業年度末に比べ232,340千円減少し、当連結会計年度末には714,141千円となりました。

EDINET提出書類

株式会社アイフリーク(E05682)

有価証券報告書

13/99



　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は98,528千円（前事業年度は137,017千円）となりました。

　これは、法人税等の支払額239,298千円等があったものの、税金等調整前当期純利益314,778千円の

計上等により、資金が増加したことが主な要因であります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、328,871千円（前事業年度は109,249千円）となりました。

　これは事業拡大に伴う有形固定資産の取得による支出62,507千円及び無形固定資産の取得による

支出223,375千円等により、資金が減少したことが主な要因であります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、1,996千円（前事業年度は889,209千円の収入）となりました。

　これは、短期借入金の純増減額30,000千円による資金の増加等があったものの、長期借入金の返済

による支出29,996千円及び利息の支払額2,044千円により、資金が減少したことが主な要因でありま

す。
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２【販売の状況】

当社グループは、平成19年12月５日付けで子会社を設立し、当該子会社を連結の範囲に含めたことにより、当連結会計

年度から連結財務諸表を作成しております。前連結会計年度との対比の記載については、比較有用性の観点から、平成19

年３月期（個別）と平成20年３月期（連結）を比較しております。

　

（１）販売実績

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。

事業の種類別セグメント 販売高(千円) 前年同期比(％)

モバイルコンテンツ事業 1,789,510 127.8

モバイルマーケティング事業 97,364 75.2

Ｅコマース事業 40,000 －

合計 1,926,874 125.9

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　当社のモバイルコンテンツ事業は、各通信キャリアの情報料回収代行サービスを利用して、一般ユーザーに

コンテンツを提供するものであります。

３　主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

(株)ＮＴＴドコモ 1,267,644 82.8 1,430,744 74.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループが属するモバイルコンテンツ業界は、事業環境の変化が激しく、現在は、高速かつ大容量

データ通信が可能な第３世代移動通信サービスである３Ｇ対応携帯電話端末の契約数が８割を超え、主要

３キャリアが新しく投入する機種の多くには、当社グループが主力としているデコメーションを利用する

ための機能が標準で搭載されており、当社グループのサービスを提供できるユーザー数は増加しておりま

す。また、携帯電話の多機能化が進み、新たなリッチコンテンツとしてモバイルでのＦｌａｓｈ(R)活用に

よる新サービス等の登場をはじめ、多様化するユーザーニーズに応えるように多種多様なサービスが展開

されております。

　今後当社グループは、基幹事業のデコメーションにおいて他社に先駆けた新たなコンテンツの投入、新技

術への対応や優秀なクリエーターを確保することによる質の高いコンテンツの提供等に努め、更なる会員

獲得を図ってまいります。また、子会社においては、早期に事業基盤を確立し当社グループの新たな収益基

盤となるよう事業拡大に努めてまいります。

　当社グループは、事業の拡大を図り収益性を確立するために以下の項目を対処すべき課題と認識してお

ります。

　

（１）有料コンテンツ会員の更なる獲得

　当社は、デコメーションコンテンツの有料会員獲得のために、積極的な広告宣伝活動等を行っており

ます。また、携帯電話の多機能化が進み、Ｆｌａｓｈ(R)のモバイルコンテンツ等、新しいサービスの提

供も進める必要があります。しかしながら、デコメーションコンテンツにおいては、参入障壁も高くな

いことから、競合他社との競争も激化しており、いかに競合他社への会員流失を防ぎ、有料会員の継続

利用を促していくかが重要であります。また新しいサービスにおいても、競合他社の参入が予想され

るため、積極的な事業拡大のための投資等を行いながら、ユーザーの嗜好に合致するサービスを提供

する必要があります。

　当社はデコメーションの先行参入企業として、携帯電話ユーザーがメールというコミュニケーショ

ンツールをどのように利用しているかという、重要かつ戦略的な会員データを収集・蓄積しておりま

す。これらのデータを分析し、会員の嗜好に合致する新規コンテンツの企画や、既存コンテンツ内の人

気キャラクターの独立コンテンツとしての立ち上げ等の企画を積極的に図っていく必要があります。

　

（２）Ｅコマース事業の拡大

　子会社は、平成20年４月１日にモバイル版Ｅコマースサイト「お気持ち.ｊｐ」のβ版を開設いたし

ました。

　当社のデコメーションコンテンツは、「気持ちを伝えたい」動機を持った多数の会員がコンテンツ

を利用しており、誕生日やクリスマス、バレンタインデー等に送るメールと同時に、この「気持ちを伝

えたい」動機にギフトを併せて贈ることができるサービスの拡大を行ってまいります。このことで、

当社グループとして新たな事業の柱を構築していく必要があります。

　

（３）デジタルコンテンツ資産の有効活用

　当社は、これまでのモバイルコンテンツの運営を通じて、当社がライセンスを保有するオリジナリ

ティのあるデジタルコンテンツを創出してまいりました。当社におけるデジタルコンテンツ素材は約

86,000点（当連結会計年度末）を超え、ＣＲＥＰＯＳ登録クリエーター数は約3,200名（当連結会計

年度末）となっております。

　今後は、子会社も含め企業向けにデコメーションコンテンツの販売等の二次利用の他、キャラクター
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のライセンス事業の展開も視野に入れるなど、デジタルコンテンツ資産の有効活用を図ってまいりま

す。

　

（４）カスタマーサポートの充実

　当社グループのカスタマーサポートは、会員一人一人のニーズを聞き、継続して利用してもらうため

の接点として重要な役割を担っております。今後は、事業の成長に伴い、会員対応の増加が予想され、

その対応を充実、強化することが課題と考えております。

　当社グループでは、今後の急速な事業拡大に備え、増員及び運営体制の整備に努め、品質の高いカス

タマーサポート体制を代表取締役の直下部署に配置し、会員一人一人のニーズを経営に反映できるよ

うに対応してまいります。

　

（５）技術への対応

　当社のモバイルコンテンツの大多数は、コンテンツ開発・サーバ保守を自社の開発部にて一貫して

行っております。これまで携帯電話サービスにおける新技術に先進的に対応してまいりましたが、今

後も先進的な技術への対応に邁進してまいります。また、急速な成長を遂げております当社のデコ

メーションコンテンツの会員増加及びデジタルコンテンツ資産の増加、当社グループのマーケティン

グ上重要な会員分析データ増加に伴い、より充実した対応が求められ、戦略的データベースの構築を

強化する必要があります。今後の急速な事業拡大に備え、開発体制及び運営体制の整備に努め、効率的

かつリスク対応を強化した体制を確立してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項及びそ

の他投資家の判断に影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グループは、これらリスク発生の可能性

を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対処に努める方針でありますが、当社グループの株式に関する投資判

断は本項及び本項以外の記載内容も併せて慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

　また、以下の記載は、当社グループの株式への投資に関連するリスクを全て網羅しているものではありませんので、こ

の点をご留意ください。

　なお、以下の記載における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであり、不確実

性を内在しているため、実際の結果とは異なる可能性があります。

　

(ア) 特定の業界及び得意先への依存度が高いことについて

当社グループの事業は、通信キャリアの公式サイトを通じて、携帯電話コンテンツ及び関連する分野に

コンテンツを提供するビジネスを主要な事業ドメインとしており、当社グループの収益の大半が携帯電

話業界に依存しております。

　通信キャリアの中でも特にＮＴＴドコモへの依存度が高く、当連結会計年度の同社への売上依存度は

74.3％（前事業年度は82.8％）となっております。最終利用者はあくまでコンテンツを利用するコンテ

ンツ利用者（ユーザー）でありますが、ＮＴＴドコモに不測の事態が発生した場合には、当社グループの

業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループが提供するコンテンツが、通信キャリアの公式コンテンツから外された場合、有料コ

ンテンツの会員数が減少する可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(イ) 特定コンテンツへの依存度が高いことについて

当社グループが主要な事業ドメインと位置付けているモバイルコンテンツビジネスは、ユーザーから

の課金収入によるものであるため、各コンテンツのユーザーの入会者数及び退会者数が業績の動向に影

響を与えます。当連結会計年度における当社グループの売上高のうち、特に主力としているデコメーショ

ンコンテンツからの課金収入は88.5％（前事業年度は86.0％）に達しており、ＨＴＭＬ形式メールの利

用者が、当社グループの予想よりも拡大しなかった場合や、当社グループが提供するコンテンツを利用す

るユーザーの嗜好や関心を適切に把握できずに有料コンテンツの会員数が減少した場合には、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ウ) コンテンツ制作におけるクリエーターへの依存について

当社グループは、コンテンツ制作において、社内制作だけでなく、クリエーターへの外注を行っており

ます。当連結会計年度末現在におけるＣＲＥＰＯＳ登録クリエーター数は約3,200名、クリエーターへ外

注した素材の件数は約81,000点、総素材数に占める割合は94.5％であります。このため多くのクリエー

ターが当社グループへの素材提供をやめ、あるいは制作物の仕上がり状態が期待するものに及ばないこ

と等で、有料コンテンツの会員獲得及び既存会員数が減少した場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

　

(エ) モバイルコンテンツ事業への新規参入の可能性について

モバイルコンテンツビジネスは、通信キャリアの公式コンテンツに選ばれるか否かを除いては、参入障

壁が高くないビジネスモデルであり、ユーザーにコンテンツの品質等が認知され定着していくこと及び、

特にモバイルコンテンツにおいては、先行して事業を行うことで先行者利益を得ること等が重要である
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と考えられます。しかしながら、新規参入者が多額の広告宣伝費を投下し参入してきた場合等には、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(オ) 新規コンテンツ及び新規事業立ち上げについて

モバイルコンテンツビジネスにおいては、新たなコンテンツを複数提供していく予定ですが、全てのコ

ンテンツがユーザーのニーズに応えられるか否かは不明であります。会員が増加せずに採算の合わない

コンテンツが増えれば、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、コンテンツビジネスの他、当社グループではコンテンツビジネスで培った技術やノウハウを活か

した新規事業を立ち上げることが必要であると認識しております。

　そのため、新規事業への投資については、その市場性等について十分な検討を行った上で投資の意思決

定をする予定ではありますが、市場環境の変化や不測の事態により、当初予定していた投資回収を実現で

きない可能性があります。さらに、新規事業の立ち上げには、一時的に追加の人材採用、外注及び広告宣伝

にかかる費用の発生、在庫及び設備投資等が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

(カ) Ｅコマース事業の運営に伴うリスクについて

子会社が運営するＥコマース事業においては、同社が販売主体となって物販を行っております。このた

め、同社が販売した商品に、瑕疵または著作権の侵害等の問題が発生した場合、たとえ同社には法的責任

が無い場合であっても、ブランドイメージの悪化等により当社グループの事業及び業績に影響を与える

可能性があります。

　

(キ) 競合について

当社グループは、特色あるコンテンツやサービスの提供、最適なユーザビリティ、カスタマーサポート

の充実等に取り組み、競争力の向上を図っております。しかしながら、当社グループと同様に、モバイルコ

ンテンツ事業、各種受託事業、Ｅコマース事業等のサービスを提供している企業、特に新規参入企業との

競争激化により、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

(ク) 版権元について

　当社グループの事業において、版権元より著作権、著作隣接権等の使用許可を得ているものがあります。

そのため、版権元が版権元自身で独自に同様の事業展開を行った場合や優良版権を獲得できなかった等

の場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ケ) システムトラブルの発生について

　当社グループは、システムトラブルの発生を回避するために、Ｗｅｂサーバの負荷分散、ＤＢサーバの冗

長化、サーバリソース監視、定期バックアップの実施等の手段を講じることで、システムトラブルの防止

及び回避に努めているものの、コンテンツを管理しているサーバや配信のためのシステムにおいて何ら

かのトラブルが発生することによりコンテンツの配信に障害が生じる可能性もあり、当該障害が生じた

場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

(コ) モバイルコンテンツ事業における売上計上について

　モバイルコンテンツ事業においては、発生基準に基づき、月末残存会員数から売上予測値を算定した金

額を売上として計上しております。後日、各通信キャリアからの支払通知書の到着時点で売上予測値計上
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額と支払通知額との差異を集計し、入金額確定月に売上を調整しております。

　当連結会計年度における売上予測値計上額と支払通知額との差異は0.2％（前事業年度は0.3％）であ

りますが、今後このような差異が増加した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(サ) モバイルコンテンツ事業における売掛金の回収について

モバイルコンテンツ事業における情報料の回収は、料金代行収納契約により委託した通信キャリア

（情報料回収事業者）が行っております。このうち、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴドコモ九州及びＫＤＤＩは、契

約により、情報料回収事業者の責任に拠らず情報料を回収できない場合には、当社グループへ情報料の回

収が不能であることを通知し、その時点で回収事業者の当社グループに対する情報料回収代行義務は免

責されることとなっております。このため、モバイルコンテンツ事業に係る売上債権に対して、過去の回

収実績等から算定した回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。

　当連結会計年度において上記のような未回収となった情報料は、回収対象額に対して1.0％（前事業年

度は0.8％）でありますが、今後このような未回収額が増加した場合、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。

　

(シ) 自然災害、事故等のリスクについて

当社グループの開発拠点及びサーバ等の設備については、本社所在地である福岡市にあり、当該地区に

おいて大地震、台風等の自然災害及び事故、火災等により、開発業務の停止、設備の損壊や電力供給の制限

等の不測の事態が発生した場合には、当社グループの事業活動に支障をきたす可能性があり、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ス) 個人情報の管理について

当社グループは、ユーザーの個人情報を取得しておりますが、当該情報に接することができる者を制限

し、全社員と機密保持契約を結ぶ等、個人情報の管理には十分留意しております。

　また、当社は平成19年８月には、財団法人日本情報処理開発協会（ＪＩＰＤＥＣ）よりプライバシー

マークの付与を受け、個人情報保護体制は整備されているものと考えておりますが、今後不測の事態によ

り顧客情報の流出等の問題が発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や信用の低下等により、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(セ) 人材の確保及び育成について

　当社グループが事業拡大を進めていくためには、スキルとセンスを持つ人材を幅広く確保することと人

材の育成が重要な課題であると考えております。このため、インセンティブプランの拡充等に努めており

ますが、モバイルコンテンツ業界での人材獲得競争は激しく、業務上必要とされる人材を確保・育成でき

ない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ソ) 知的財産権の管理について

　クリエーターは、契約において、他者（第三者）の知的財産権を侵害していないことを保証しており、当

社グループが運営する事業全てにおいて二次利用が可能な内容となっておりますが、管理が十分でない

場合に他者から権利侵害の損害賠償請求がおこる可能性もあり、その場合には業績に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(タ) 代表取締役社長への依存について
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当社及び子会社の代表取締役社長である永田万里子は、設立以来、当社グループの経営戦略の決定やコ

ンテンツ開発等において重要な役割を果たしております。このため、当社グループは、事業拡大に伴い同

氏に過度な依存をしない経営体質の構築を進めておりますが、何らかの理由により同氏に不測の事態が

生じた場合、または同氏が退任するような事態が生じた場合には、当社グループの今後の業績及び事業展

開に影響を及ぼす可能性があります。

　

(チ) 技術革新への対応について

当社グループは、インターネット関連技術を活用して事業展開を行っておりますが、インターネット関

連技術は、新技術の開発及びそれに伴う新サービスの導入が次々と行われ、非常に変化の激しい業界と

なっております。このため、新技術への対応が遅れた場合、当社グループの競争力が低下する可能性があ

ります。また、新技術に対応するための追加的な支出等が必要となった場合、当社グループの事業及び業

績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(ツ) 法的規制について

当社グループの展開する業界においては、ビジネスの継続に重大な影響を与える法的規制は現在のと

ころございません。しかしながら、今後の法整備の結果、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。

　

(テ) 投融資について

　当社グループの展開する各事業は、特に変化の激しい分野に属しております。当社グループとしては、事

業領域と業容を拡大しながら、顧客の獲得及び技術獲得等のため、子会社の設立、合併・買収等を視野に

入れた展開が重要であると認識しております。これらの投融資を行う際にはその対象企業の財務内容や

契約関連等について、詳細なデューデリジェンスを行うことによりリスクを極力回避することが必要と

理解しております。

　しかし、当該投融資が当社グループに与える影響を予測することは困難であります。結果的に当初計画

利益の未達や投融資後に判明した未確認債務（偶発債務を含む）の発生等が生じる可能性があります。

これらにより、当初の事業計画の遂行に支障が生じ、当社グループの事業展開への影響が生じるリスク

や、投融資を十分に回収できないリスク等が当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性が

あります。

　

(ト) 訴訟について

　当社グループは、当連結会計年度において、損害賠償を請求されている事実や訴訟を提起されている事

実はありません。しかしながら、システムダウンによるサービス停止、外部侵入等による個人情報の漏洩

や知的財産権の侵害等、予期せぬトラブルが発生した場合、または取引先との関係に何かしらの問題が生

じた場合等、これらに起因した損害賠償の請求、訴訟を提起される可能性があります。その場合には、損害

賠償の金額、訴訟内容及び結果によっては、当社グループの財政状態及び業績ならびに社会的信用に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(ナ) 新株予約権（ストック・オプション）について

　当社グループでは、役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を高め、また優秀な人材を確保する

目的で、新株予約権（ストック・オプション）を発行しております。

　当連結会計年度末現在、ストック・オプションによる潜在株式総数は376株であり、これらストック・オ
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プションが全て行使された場合の発行済株式総数23,094株の1.6％にあたります。当社グループでは、今

後もストック・オプションを発行する可能性があり、発行されたストック・オプションの行使により発

行された株式は、将来的に当社グループ株式価値の希薄化や株式売買の需給へ影響をもたらし、当社グ

ループの株価の形成に影響を及ぼす可能性があります。

　また、ストック・オプションの費用計上が義務付けられたことにより、今後のストック・オプションの

発行は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

(株)アイフリー

ク

(株)ＮＴＴドコ

モ

iモード情報サービ

ス提供者契約書

当社がＮＴＴドコモにコン

テンツを提供するための基

本契約。

平成15年４月８日から平成

16年３月31日まで。以降、１

年毎に自動更新。

iモード情報サービ

スに関する料金収

納代行契約書

当社が提供するコンテンツ

の情報料を、ＮＴＴドコモ

が当社に代わって利用者よ

り回収することを目的とす

る契約。

平成15年４月８日から平成

16年３月31日まで。以降、１

年毎に自動更新。

(株)アイフリー

ク

ＫＤＤＩ(株) EZwebディレクトリ

設定・登録サービ

ス利用規約

当社がＫＤＤＩにコンテン

ツを提供するための規約。

契約の当事者間で90日以上

前に相手方に書面で通知す

ることにより解約可能。

まとめてau支払い

利用規約

当社が提供するコンテンツ

の情報料を、ＫＤＤＩが当

社に代わって利用者より回

収することを目的とする規

約。

契約の当事者間で90日以上

前に相手方に書面で通知す

ることにより解約可能。

(株)アイフリー

ク

ボーダフォン

(株)(現ソフト

バンクモバイル

(株))

オフィシャルコン

テンツ提供規約

当社がボーダフォン株式会

社(現ソフトバンクモバイ

ル)にコンテンツを提供す

るための規約。

契約の当事者間で90日以上

前に相手方に書面で通知す

ることにより解約可能。

　

　

６【研究開発活動】

当連結会計年度において実施した研究開発活動はございません。

今後におきましては、引き続き当社グループの企業価値の向上に高い効果をもたらすサービスの研究開

発、また、新技術への対応を行ってまいります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されており、財政状態及び経営成績に関する以下の分析が行われております。

　連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の計上額及び決算期間における収益・費用

の計上額に影響を与える見積り及び評価を行わなければなりません。経営陣は、債権及び繰延税金資

産の回収可能性の見積り、減価償却費の見積り、減損損失の測定等に対して、継続して評価を行って

おります。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な方法に基づき、見積り及

び評価を行い、その結果は、資産・負債及び収益・費用の計上額についての判断の基礎となります。

実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　なお、前連結会計年度との対比の記載については、比較有用性の観点から、平成19年３月期（個別）

と平成20年３月期（連結）を比較しております。

　

（２）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産は、前事業年度末に比べて134,921千円減少し、1,353,485千円

となりました。これは主として、無形固定資産の取得による支出等により現金及び預金が232,340千

円減少したことによるものであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産は、前事業年度末に比べて240,049千円増加し、383,013千円と

なりました。これは主として、有形固定資産の増加31,027千円及び無形固定資産の増加177,039千円

によるものであります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債は、前事業年度末に比べて24,051千円減少し、345,105千円とな

りました。これは主として、未払法人税等49,447千円の減少によるものであります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債は、前事業年度末に比べて29,996千円減少し、15,843千円とな

りました。これは、長期借入金の減少によるものであります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産は、前事業年度末に比べて159,175千円増加し、1,375,550千円と

なりました。これは主として、当期純利益158,250千円の計上により利益剰余金が増加したことによ

るものであります。

　

（３）キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの分析につきましては、「１　業績等の概要　（２）キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

　

（４）経営成績の分析

① 売上高

　当連結会計年度の売上高は1,926,874千円（前事業年度は1,530,072千円）となりました。
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　モバイルコンテンツ事業におきましては、前事業年度に引き続き、携帯電話向けコンテンツサー

ビスの更なる拡充とデコメーションコンテンツの強化を図るとともに、広告宣伝活動を積極的に

行ったこと等により、売上高は1,789,510千円（前事業年度は1,400,592千円）となりました。モバ

イルマーケティング事業におきましては、前事業年度からの継続した受託売上を中心に、売上高は

97,364千円（前事業年度は129,480千円）となりました。Ｅコマース事業におきましては、当連結

会計年度から新しく事業を開始したことにより、売上高は40,000千円となりました。

　

② 売上原価

　当連結会計年度の売上原価は556,836千円（前事業年度は392,523千円）となりました。

　モバイルコンテンツ事業におきましては、新規コンテンツの投入及び既存コンテンツの拡充に伴

う労務費、外注費及び支払ロイヤリティ等により、398,298千円（前事業年度は307,224千円）とな

りました。モバイルマーケティング事業におきましては、受託案件に係る外注費等の発生により

78,891千円（前事業年度は85,299千円）となりました。Ｅコマース事業におきましては、新規に事

業を開始したことにより79,646千円となりました。

　

③ 販売費及び一般管理費、営業利益

　売上高の堅調な増加に伴い、回収代行手数料等の変動費が同様に増加いたしました。その他、積極

的な広告宣伝活動や、事業拡大に伴う人員増加等により、販売費及び一般管理費は1,039,633千円

（前事業年度は711,506千円）、営業利益は330,404千円（前事業年度は426,041千円）となりまし

た。

　

④ 営業外収益、営業外費用及び経常利益

　主に受取利息1,687千円及びふくおかｉＤＣ（データサーバ）利用等による補助金収入1,300千

円の計上等により、営業外収益は3,096千円となりました。また、主に支払利息1,940千円の計上等

により、営業外費用は2,790千円となりました。この結果、経常利益は330,710千円（前事業年度は

401,243千円）となりました。

　

⑤ 特別利益、特別損失及び法人税等ならびに当期純利益

　当連結会計年度におきましては、ソフトウェア等の固定資産の除却を行ったことにより固定資産

除却損として特別損失15,932千円を計上いたしました。

　この結果、税金等調整前当期純利益は314,778千円（前事業年度は401,243千円）となり、法人税、

住民税及び事業税183,350千円（前事業年度は174,278千円）、税効果による法人税等調整額

26,822千円（前事業年度は10,207千円）の計上により、当期純利益は158,250千円（前事業年度は

237,173千円）となりました。
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第３【設備の状況】

　

１【設備投資等の概要】

　既存事業の拡大のための継続的なサーバ増強の他、当連結会計年度より開始したＥコマース事業におけ

るソフトウェアの購入等により、当連結会計年度の設備投資の総額は273,946千円となりました。事業の種

類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。

（１）モバイルコンテンツ事業

　当連結会計年度の主な設備投資は、コンテンツ数及び会員数の増加へ対応するためのサーバ増強、自社ソ

フトウェア開発費用を中心として、総額109,658千円の投資を実施いたしました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

（２）モバイルマーケティング事業

　当連結会計年度の主な設備投資は、自社ソフトウェア開発費用を中心として、総額29,607千円の投資を実

施いたしました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

（３）Ｅコマース事業

　当連結会計年度の主な設備投資は、基幹業務システムの購入を中心として、総額109,700千円の投資を実

施いたしました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

（４）全社共通

　当連結会計年度の主な設備投資は、提出会社において、社内管理体制強化のためのソフトウェアの導入を

中心として、総額24,980千円の投資を実施いたしました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２【主要な設備の状況】

（１）提出会社

(平成20年3月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員数

(名)建物 器具備品 ソフトウェア 合計

本社
(福岡市中央区)

全社共通
本社事務所
開発拠点

7,478 56,54161,135125,15536[5]

東京支店
(東京都港区)

モバイルコンテ
ンツ事業
モバイルマーケ
ティング事業

東京支店
事務所
営業拠点

7,850 2,322 1,206 11,37939[4]

合計 15,32858,86362,342136,53475[9]

（注）１　帳簿価額には、ソフトウェア仮勘定の金額は含まれておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　現在休止中の設備はありません。

４　従業員数の[　]は、臨時従業員数であり、平均人員を外数で記載しております。

５　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備として、以下のものがあります。

事業所名

(所在地)
設備の内容 種類 賃借料（千円）

本社
（福岡市中央区）

本社事務所
開発拠点

建物 18,491

東京支店
（東京都港区）

東京支店事務所
営業拠点

建物 53,085

　

（２）国内子会社

(平成20年3月31日現在)

子会社事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員数

(名)建物 器具備品 ソフトウェア 合計

(株)フィール・ジー
本社
(東京都港区)

Ｅコマース
事業

本社事務所
開発及び営業
拠点

－ － 88,86688,866 14

合計 － － 88,86688,866 14

（注）１　帳簿価額には、ソフトウェア仮勘定の金額は含まれておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　現在休止中の設備はありません。

４　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備として、以下のものがあります。

子会社事業所名

(所在地)
設備の内容 種類 賃借料（千円）

(株)フィール・ジー
本社
(東京都港区)

本社事務所
開発及び営業拠点

建物 7,400
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３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

当社グループの設備投資については、業界の動向や投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

平成20年３月31日現在、当社グループでは今後の事業拡大に向けて、以下のような設備の増強を計画しておりま

す。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

提出会社

本社
(福岡市
中央区)

全社共通
インフラ増
強及びソフ
トウェア等

150,867－ 自己資金
平成20年
４月

平成22年
３月

　－

東京支店
(東京都
港区)

モバイルコン
テンツ事業

事業用サー
バ及びソフ
トウェア等

45,7092,759自己資金
平成20年
４月

平成22年
３月

－

（注）１　完成後の増加能力については、算定が困難であるため記載しておりません。

２　所在地は、事業所の所在地を記載しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（２）重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,840

計 90,840

　

②【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,718 22,718
大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー・マー
ケット―「ヘラクレス」)

―

計 22,718 22,718 ― ―

(注)　提出日現在発行数には、平成20年６月１日から本書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は、含

まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成18年11月７日の株式分割（１：２）の効力発生により、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使

時の払込金額及び新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されており、

以下は調整後の内容となっております。

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

第１回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議に基づく平成18年２月２日取締役会決議)

事業年度末現在
平成20年３月31日

提出日の前月末現在
平成20年５月31日

新株予約権の数（個） 71 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 142 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
5,450
(注)１

同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月１日
至　平成28年１月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　5,450
資本組入額　　2,725

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額5,450円に新株予約権の目的となる株式数を乗

じた金額とする。

なお、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。

　

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
１

分割・併合の比率

　

また、調整前払込金額を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
既発行株式数 ＋ 調整前払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。
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２　新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者が、当社株式が日本国内の証券取引所に上場した日より次に掲げる期間にお

いて、権利行使が可能な新株予約権数の上限は、次のとおりとする。なお、新株予約権１個を最低行使単位と

する。

ａ 期間

上場日より２年経過した日からとする。

ｂ 権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権のすべて。

② 新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあ

ることを要する。ただし、創業者及びその親族、社外で割当を受けた者はこの限りではない。

③ 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は

当該新株予約権を相続できない。

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

３　新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

　

② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

第２回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議に基づく平成18年２月２日取締役会決議)

事業年度末現在
平成20年３月31日

提出日の前月末現在
平成20年５月31日

新株予約権の数（個） 27 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 54 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
5,450
(注)１

同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年２月３日
至　平成28年１月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　5,450
資本組入額　　2,725

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額5,450円に新株予約権の目的となる株式数を乗

じた金額とする。

なお、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。

　

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
１

分割・併合の比率
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また、調整前払込金額を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
既発行株式数 ＋ 調整前払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２　新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者が、当社株式が日本国内の証券取引所に上場した日より次に掲げる期間にお

いて、権利行使が可能な新株予約権数の上限は、次のとおりとする。なお、新株予約権１個を最低行使単位と

する。

Ⅰ．ａ 期間

上場日より半年経過した日から、上場日より２年経過する日まで

ｂ 権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権数の２分の１まで（小数点１位以下は切り上げ）。ただし、当該上限個数

が１個未満のときは１個まで。

Ⅱ．ａ 期間

上場日より２年経過した日から上場日より５年経過する日まで

ｂ 権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権のすべて。

なお、平成18年10月26日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議において、新株予約権の行使

条件における「期間」及び「権利行使可能な新株予約権数の上限」を、それぞれ「平成18年10月26日以

降」及び「割当を受けた新株予約権のすべて」に変更しております。

② 新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあ

ることを要する。ただし、創業者及びその親族、社外で割当を受けた者はこの限りではない。

③ 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は

当該新株予約権を相続できない。

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

３　新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
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③ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

第３回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議に基づく平成18年６月30日取締役会決議)

事業年度末現在
平成20年３月31日

提出日の前月末現在
平成20年５月31日

新株予約権の数（個） 42 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
5,450
(注)１

同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月１日
至　平成28年１月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　5,450
資本組入額　2,725

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額5,450円に新株予約権の目的となる株式数を乗

じた金額とする。

なお、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。

　

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
１

分割・併合の比率

　

また、調整前払込金額を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
既発行株式数 ＋ 調整前払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。
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２　新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者が、当社株式が日本国内の証券取引所に上場した日より次に掲げる期間にお

いて、権利行使が可能な新株予約権数の上限は、次のとおりとする。なお、新株予約権１個を最低行使単位

とする。

ａ 期間

上場日より２年経過した日からとする。

ｂ 権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権のすべて。

② 新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあ

ることを要する。ただし、創業者及びその親族、社外で割当を受けた者はこの限りではない。

③ 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は

当該新株予約権を相続できない。

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

３　新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

　

④ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

第４回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議に基づく平成18年６月30日取締役会決議)

事業年度末現在
平成20年３月31日

提出日の前月末現在
平成20年５月31日

新株予約権の数（個） 1 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
5,450
(注)１

同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年２月３日
至　平成28年１月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　5,450
資本組入額　2,725

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額5,450円に新株予約権の目的となる株式数を乗

じた金額とする。

なお、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応

じ、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。
　

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
１

分割・併合の比率
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また、調整前払込金額を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
既発行株式数 ＋ 調整前払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２　新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者が、当社株式が日本国内の証券取引所に上場した日より次に掲げる期間にお

いて、権利行使が可能な新株予約権数の上限は、次のとおりとする。なお、新株予約権１個を最低行使単位と

する。

Ⅰ．ａ 期間

上場日より半年経過した日から、上場日より２年経過する日まで

ｂ 権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権数の２分の１まで（小数点１位以下は切り上げ）。ただし、当該上限個数

が１個未満のときは１個まで。

Ⅱ．ａ 期間

上場日より２年経過した日から上場日より５年経過する日まで

ｂ 権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権のすべて。

② 新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあ

ることを要する。ただし、創業者及びその親族、社外で割当を受けた者はこの限りではない。

③ 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は

当該新株予約権を相続できない。

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

３　新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
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⑤ 会社法第239条の規定に基づく新株予約権

第５回新株予約権(平成18年８月31日臨時株主総会決議に基づく平成18年８月31日取締役会決議)

事業年度末現在
平成20年３月31日

提出日の前月末現在
平成20年５月31日

新株予約権の数（個） 47 27

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 94 54

新株予約権の行使時の払込金額（円）
35,500
(注)１

同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年９月１日
至　平成28年８月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 35,500
資本組入額 17,750

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の１個当たりの払込をすべき金額は、１株当たりの払込金額35,500円（以下「行使価額」とい

う。）に新株予約権の目的となる株式数を乗じた金額とする。

なお、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合、上記行使金額は分割または併合の比率に応

じ、次の算式により調整し、１円未満の端数は切り上げる。

　

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
１

分割・併合の比率

　

また、調整前行使金額を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
既発行株式数 ＋ 調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

２　新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者が、当社株式が日本国内の証券取引所に上場した日より次に掲げる期間にお

いて、権利行使が可能な新株予約権数の上限は、次のとおりとする。なお、新株予約権１個を最低行使単位

とする。

ａ　期間

上場日より２年経過した日からとする。

ｂ　権利行使可能な新株予約権数の上限

割当を受けた新株予約権のすべて。

② 新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあ

ることを要する。ただし、創業者及びその親族、社外で割当を受けた者はこの限りではない。

③ 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は当該新株予約権を行使でき

ない。

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

３　新株予約権の譲渡に関する事項
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新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

　

（３）【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成17年６月13日(注１) 95 295 10,355 20,355 10,355 10,355

平成17年６月17日(注２) 46 341 5,014 25,369 5,014 15,369

平成18年１月25日(注３) 6,479 6,820 － 25,369 － 15,369

平成18年９月５日(注４) 3,085 9,905 109,517134,886109,517124,886

平成18年10月30日(注５) 200 10,105 1,090 135,976 1,090 125,976

平成18年11月７日(注６) 10,105 20,210 － 135,976 － 125,976

平成19年３月18日(注７) 2,500 22,710322,000457,976322,000447,976

平成19年４月１日～
平成20年３月31日(注８)

8 22,718 51 458,028 51 448,028

　 (注) １　有償第三者割当　　割当先　投資事業有限責任組合ＧＢ－Ⅲ
発行価格　　218,000円
資本組入額　109,000円

２　有償第三者割当　　割当先　永田万里子、新島昌裕、高木勝
発行価格　　218,000円
資本組入額　109,000円

３　株式分割
平成18年１月25日付をもって、所有株式１株を20株に分割いたしました。

４　有償第三者割当　割当先　永田万里子、三菱商事株式会社　他６名
発行価格　　 71,000円
資本組入額　 35,500円

５　新株予約権の行使　行使者　永田万里子
発行価格　　 10,900円
資本組入額　  5,450円

６　株式分割
平成18年11月７日付をもって、所有株式１株を２株に分割いたしました。

７　有償一般募集(ブックビルディング方式)
発行価格　　280,000円
引受価額　　257,600円
資本組入額　128,800円

８　新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
（人）

－ 4 19 15 7 2 1,8431,890

所有株式数
(株)

－ 664 624 78 517 13 20,82222,718

所有株式数
の割合(％)

－ 2.9 2.7 0.3 2.3 0.1 91.7100.0

　

（６）【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

永田　万里子 福岡県福岡市中央区 10,700 47.10

投資事業有限責任組合ＧＢ－Ⅲ 東京都千代田区内幸町１丁目１番１号 739 3.25

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 627 2.76

ＲＩＰ１号Ｒ＆Ｄ投資組合 東京都中央区銀座８丁目４番17号 600 2.64

電通ドットコム第三号投資事業
有限責任組合

東京都中央区築地１丁目９番５号 600 2.64

新島　昌裕 福岡県福岡市南区 480 2.11

高木　勝 福岡県福岡市中央区 480 2.11

北村　勝利 埼玉県新座市 360 1.59

マネックス証券株式会社自己 東京都千代田区丸の内１丁目11番１号 218 0.96

チェースマンハッタンバンク

ジーティーエスクライアンツア

カウントエスクロウ

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室)

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE 
STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED KINGDOM
(東京都中央区兜町６番７号)

192 0.85

計 ― 14,996 66.01

　 （注）前事業年度末現在、主要株主であった投資事業有限責任組合ＧＢ－Ⅲは、当事業年度末では主要株主ではなくな
りました。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式(自己株式等) － － ―

議決権制限株式(その他) － － ―

完全議決権株式(自己株式等) － － ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　22,718　　

　
22,718 ―

発行済株式総数 22,718 － ―

総株主の議決権 － 22,718 ―

　
　

②【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― － － － －

計 ― － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　　 当社は、ストックオプション制度を採用しております。

　　 当該制度の内容は次のとおりであります。

　

第１回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議)

決議年月日 平成18年１月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名、従業員21名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

(注) １　新株予約権の内容については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

２　付与対象者の権利放棄、退職による権利の喪失、従業員の取締役就任及び取締役の退任により、本書提出日の前

月末現在の付与対象者の区分及び人数は、取締役３名、従業員11名、合計14名となっております。

　

第２回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議)

決議年月日 平成18年１月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名、監査役１名、従
業員10名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

(注) １　新株予約権の内容については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

２　退職による権利の喪失、従業員の取締役就任及び取締役の権利行使により、本書提出日の前月末現在の付与対

象者の区分及び人数は、取締役２名、監査役１名及び従業員４名、合計７名となっております。
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第３回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議)

決議年月日 平成18年１月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員19名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

(注) １　新株予約権の内容については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

２　従業員の取締役就任及び退任ならびに退職による権利の喪失により、本書提出日の前月末現在の付与対象者の

区分及び人数は、従業員15名となっております。

　

第４回新株予約権(平成18年１月31日臨時株主総会決議)

決議年月日 平成18年１月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

(注) １　新株予約権の内容については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

２　従業員の取締役就任及び退任により、本書提出日の前月末現在の付与対象者の区分及び人数は、従業員１名と

なっております。
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第５回新株予約権(平成18年８月31日臨時株主総会決議)

決議年月日 平成18年８月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)１

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

(注) １　新株予約権の内容については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

２　取締役の退任及び退職による権利の喪失により、本書提出日の前月末現在の付与対象者の区分及び人数は、取

締役３名及び従業員１名、合計４名となっております。

　

第６回新株予約権(平成20年６月26日定時株主総会決議)

決議年月日 平成20年６月26日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 200株を上限とする (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月26日
至　平成24年７月25日

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株予約権の目的たる株式

の数を調整すべき場合、当社取締役会において必要と認める株式数の調整を行う。

２　新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）

の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端

数は切り上げる。

ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、新株予約権割当日の終値とする。

なお、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数を切り上げる。

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権割当後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使によ

る場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
既発行株式数 ＋ 新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数と

し、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。
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３　① 本新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時おいても、当社または当

社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。

　　② 新株予約権者が死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は当該新株予約権を行使できない。

　　③ この他権利行使条件については、新株予約権の募集事項を定める取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるものとする。

４　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

５　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することとする。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　　イ　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数

と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

　　ロ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　再編対象会社の普通株式とする。

　　ハ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。

　　ニ　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整し

た再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

　　ホ　新株予約権を行使することができる期間

　　　　新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約権の行使

期間の満了日までとする。

　　ヘ　譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

　　ト　新株予約権の行使の条件

　　　　新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

　　チ　再編対象会社による新株予約権の取得事由および条件

　　　　以下に準じて決定する。

　　　　① 当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分

割計画承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ

き、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場

合）は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

　　　　② 当社は、新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、当社は当該新株予約権を無償

で取得することができる。
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第７回新株予約権(平成20年６月26日定時株主総会決議)

決議年月日 平成20年６月26日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 200株を上限とする (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） (注)２

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月26日
至　平成24年７月25日

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株予約権の目的たる株式

の数を調整すべき場合、当社取締役会において必要と認める株式数の調整を行う。

２　新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）

の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端

数は切り上げる。

ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、新株予約権割当日の終値とする。

なお、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数を切り上げる。

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権割当後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使によ

る場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
既発行株式数 ＋ 新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数と

し、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。

３　① 本新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時おいても、当社または当

社子会社の取締役、監査役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。

　　② 新株予約権者が死亡した場合、当該割当を受けた者の相続人は当該新株予約権を行使できない。

　　③ この他権利行使条件については、新株予約権の募集事項を定める取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるものとする。

４　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

５　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する募集新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することとする。この場合において、募集新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　　イ　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数

と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

　　ロ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　　再編対象会社の普通株式とする。

　　ハ　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、決定する。
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　　ニ　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整し

た再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

　　ホ　新株予約権を行使することができる期間

　　　　新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約権の行使

期間の満了日までとする。

　　ヘ　譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

　　ト　新株予約権の行使の条件

　　　　新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

　　チ　再編対象会社による新株予約権の取得事由および条件

　　　　以下に準じて決定する。

　　　　① 当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分

割計画承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ

き、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場

合）は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

　　　　② 当社は、新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、当社は当該新株予約権を無償

で取得することができる。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３【配当政策】

当社は、設立以降、当期純利益を計上した場合であっても、事業基盤及び財務体質の強化を経営上の重要

課題と位置付け、まずは内部留保の充実を図り、事業の効率化と拡充のための投資を優先すべき姿勢をとっ

てきたことから、現在まで配当の実施には至っておりません。

しかしながら、株主に対する利益還元としての配当実施は、経営上の重要な課題であると深く認識してお

ります。今後は、各事業年度の経営成績及び財政状態を勘案しつつ、内部留保を充実させることでの企業価

値向上も念頭に置きながら、業績に応じた配当を行っていくことを検討してまいります。

内部留保金の使途につきましては、安定的な事業基盤の構築と今後の事業展開への備えとしております。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。期末配当の決定機

関は、株主総会であります。

なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨

を定款に定めております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) － － － 725,000 795,000

最低(円) － － － 426,000 88,900

(注)　株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」におけるものであります。

当社株式は、平成19年３月19日から大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」に上場され

ております。それ以前については、該当事項はありません。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 286,000277,000231,000150,000145,000146,000

最低(円) 213,000154,000150,000101,000 88,900 90,300

(注)　株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」におけるものであります。
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

－ 永田　万里子 昭和33年６月10日

昭和56年４月 日本信販(株)(現三菱UFJニコス

(株))入社

(注)２ 10,700

昭和60年12月 (株)フジサンケイリビングサービ

ス(現(株)ディノス)入社

平成12年６月 (有)アイフリーク(現(株)アイフ

リーク)設立　代表取締役就任

平成13年12月 (有)アイフリークを株式会社に組

織変更　代表取締役社長就任(現任)

平成19年12月 (株)フィール・ジー代表取締役就

任(現任)

取締役 管理部長 山内　征宏 昭和53年１月７日

平成12年６月 (有)アイフリーク（現(株)アイフ

リーク）入社

(注)２ 120
平成18年１月 当社管理部長就任(現任)

平成18年６月 当社取締役就任(現任)

平成19年12月 (株)フィール・ジー監査役就任(現

任)

取締役 開発部長 福原　健吾 昭和46年３月22日

平成３年４月 (株)富士通九州システムエンジニ

アリング入社

(注)２ 60

平成13年２月 スターマックス(株)設立

平成15年６月 九州日本電気ソフトウェア(株)入

社

平成18年１月 (株)アイフリーク入社

当社開発部長就任(現任)

平成18年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 社長室長 橋本　裕 昭和48年１月19日

平成７年４月 (株)建設技術研究所入社

(注)２ －

平成13年10月 監査法人トーマツ入所

平成19年９月 (株)アイフリーク入社

平成19年12月 (株)フィール・ジー取締役就任(現

任)　経営管理部長就任

平成20年４月 当社社長室長就任(現任)

平成20年６月 当社取締役就任(現任)

取締役
モバイルイノ
ベーション事
業部長

伊藤　幸司 昭和45年10月３日

平成６年４月 伊藤忠商事(株)入社

(注)２ －

平成13年３月 ブロードバンドゲートウェイ(株)

設立　取締役就任

平成16年10月 (株)フラクタリスト入社　取締役就

任

平成19年１月 (株)時尚電脳隊設立　代表取締役就

任

平成19年12月 (株)アイフリーク入社

平成20年２月 (株)フィール・ジー取締役就任(現

任)　事業企画室長就任(現任)

平成20年４月 当社モバイルイノベーション事業

部長就任(現任)

平成20年６月 当社取締役就任(現任)

監査役
(常勤)

－ 光安　直樹 昭和33年３月２日

昭和55年４月 日本ラヂエータ(株)(現カルソニッ

クカンセイ(株))入社

(注)３ －

平成９年10月 会計士補登録　監査法人トーマツ公

開業務部勤務

平成13年４月 公認会計士登録

平成17年６月 (株)トランスジェニック補欠監査

役選任

平成17年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 － 吉原　洋 昭和49年10月６日

平成12年４月 弁護士登録

(注)３ －平成16年４月 福岡セントラル法律事務所入所

平成18年３月 当社監査役就任(現任)

計 10,880

　 (注) １　監査役光安直樹及び吉原洋は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３　監査役の任期は、平成18年10月26日開催の臨時株主総会終結の時から、平成22年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の透明性の向上とコンプライアンスを重視した経営を徹底するため、コーポレート・ガ

バナンスの充実を図りながら、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる組織体制を構築すること

を重要な課題と位置付けた上で、組織改革を継続的に実施しております。また、当社は、企業倫理の徹

底を経営方針に掲げており、企業倫理を社内に普及・浸透させるために様々な施策を講じておりま

す。

　当社では、経営責任を明確にする組織体制の構築と、経営の効率性を一層向上させることにより、企

業としての社会的責任を果たしたいと考えております。

　

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社の経営の意思決定、業務執行、監視、内部統制に係る経営組織及びコーポレート・ガバナンス体

制の概要は、次の図のとおりとなっております。

　
　
　

　
　
　

①　会社の機関の内容

a.株主総会

　株主総会は、株式会社の最高意思決定機関として、会社法及び定款に定められた重要事項を決議する

機関であるとともに、株主から直接ご意見等を伺える重要なものであると考えております。

b.取締役会

　取締役会は、経営の意思決定及び取締役の職務執行の監督、管理を行う機関であり、原則として毎月

２回、別途必要に応じて随時開催しており、健全に機能しております。当社の取締役会は、本書提出日

現在、代表取締役社長１名及び取締役４名で構成されており、監査役も出席しております。

c.監査役

　当社は、監査役制度を採用しております。監査役は常勤監査役と非常勤監査役１名ずつとなっており

ます。常勤監査役は公認会計士及び税理士であり、財務及び会計に関して相当程度の知見を有してお

EDINET提出書類

株式会社アイフリーク(E05682)

有価証券報告書

50/99



り、非常勤監査役は弁護士であります。監査役は、取締役会に出席し、それぞれの専門的見地から必要

に応じて意見を述べるとともに、取締役の職務執行状況や重要な意思決定についての監査を客観的立

場から行っております。また、全社的な業務監査については、内部監査担当者として連携して行うとと

もに、会計監査については、監査法人と連携して行っております。

②　コーポレート・ガバナンス体制及び内部統制の仕組み

　内部統制につきましては、各規程の整備や業務分掌を基本とした有効な内部牽制制度の構築に努め

るとともに、管理部総務人事課長及び開発部コンテンツ制作課長（現モバイルコンテンツ事業部２課

長）が所管しております。管理部総務人事課長は、監査計画をもとに、社長室、モバイルコンテンツ事

業部、モバイルマーケティング事業部（現モバイルイノベーション事業部）及び開発部の内部監査を

行い、管理部の内部監査は、開発部コンテンツ制作課長（現モバイルコンテンツ事業部２課長）が

行っております。

　内部監査は定期監査に加え、必要に応じて臨時監査を実施する体制をとっており、会社の戦略的な意

思決定が社員の業務活動に適正かつ効率的に反映されているか等を監査しております。

③　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の

概要

　本書提出日現在において、当社は社外取締役を選任しておりません。

　社外監査役光安直樹は、当社の新株予約権（ストック・オプション）を８個保有しておりますが、そ

の他には、当社と当社の社外監査役の間には、人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はあ

りません。

④　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　当社では、コンプライアンスの強化を推し進めるために、管理体制の強化を行ってまいりました。取

締役及び事業部長で構成される部長会議やリスクマネジメント会議にて法令遵守についての確認を

行い、各所属長が部内に周知徹底を図ることにより、法令遵守に対する意識向上及び状況の把握に努

めてまいりました。具体的には、内部統制報告制度への対応や規程の新規導入及び改善を実施いたし

ました。

　また、平成20年４月より新たに経営諮問会議を開催し、職務執行に関する基本的事項及び重要事項に

関する意思決定をサポートできる体制を整えました。

　

（３）役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　取締役に支払った報酬　７名　55,980千円（うち社外取締役 －名）

　監査役に支払った報酬　２名　 9,999千円（うち社外監査役 ２名）

　　　　(注)　取締役に支払った報酬には、使用人兼務取締役６名の使用人分給与等42,762千円は含まれておりません。

　

（４）会計監査の状況

当社はあずさ監査法人と監査契約を締結し、会計に関する事項の監査を受けておりますが、同監査法

人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別の利害関係はありません。

当事業年度において、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成及び監査報

酬の内容は以下のとおりであります。

　①　業務を執行した公認会計士の氏名

　　　筆野 力（あずさ監査法人）

　　　原田 清朗（あずさ監査法人）

　　　なお、継続監査年数につきましては、７年以内であるため記載を省略しております。
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　②　監査業務にかかる補助者の構成

　　　公認会計士　　４名

　　　その他　　　　３名

(注)　その他は、会計士補、公認会計士試験合格者であります。

　③　監査報酬の内容（平成20年３月期）

　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　12,000千円

　　　上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　 2,500千円

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　上記以外の業務に基づく報酬の内容は、財務報告に係る内部統制構築アドバイザリー業務に対す

る報酬であります。

　

（５）責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外監査役吉原洋との間において、その任務を怠った

ことにより会社に損害を与えた場合において、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないと

きは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として会社に対し損害賠償責任を負うもの

とする契約を締結しております。

　

（６）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　

（７）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　

（８）自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化や会社の業務または財産の状況に対応して機動的

な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等

により自己株式を取得できる旨を定款で定めております。

　

（９）中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、取締役会の決議によって、毎年９月30日

の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に

定める剰余金の配当をすることができる旨を定款で定めております。

　

（10）株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を目的とし、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定

めがある場合を除き議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づき作成しております。

　

（３）当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、初めて連結財務諸表を作成しているため、

以下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に

ついては前連結会計年度との対比は行っておりません。

　

２　監査証明について

当社は、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで）は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 714,141

　２　売掛金 561,364

　３　たな卸資産 424

　４　繰延税金資産 31,537

　５　その他 50,855

　　　貸倒引当金 △4,837

　　　流動資産合計 1,353,48577.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 21,129

　　　　減価償却累計額 △5,800 15,328

　　(2) 器具備品 93,559

　　　　減価償却累計額 △34,695 58,863

　　　有形固定資産合計 74,192

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 151,208

　　(2) その他 65,152

　　　無形固定資産合計 216,361

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 20,000

　　(2) 繰延税金資産 14,552

　　(3) 差入敷金保証金 57,906

　　　投資その他の資産合計 92,459

　　　固定資産合計 383,013 22.1

　　　資産合計 1,736,499100.0
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　 当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 41,276

　２　短期借入金 30,000

　３　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

29,996

　４　未払金 76,381

　５　未払法人税等 99,202

　６　賞与引当金 33,535

　７　その他 34,713

　　　流動負債合計 345,105 19.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 15,843

　　　固定負債合計 15,843 0.9

　　　負債合計 360,948 20.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 458,028

　２　資本剰余金 448,028

　３　利益剰余金 467,849

　　　株主資本合計 1,373,90679.1

Ⅱ　新株予約権 1,644 0.1

　　　純資産合計 1,375,55079.2

　　　負債純資産合計 1,736,499100.0
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② 【連結損益計算書】

　
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,926,874100.0

Ⅱ　売上原価 556,836 28.9

　　　売上総利益 1,370,03771.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 1,039,63354.0

　　　営業利益 330,404 17.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 1,687

　２　補助金収入 1,300

　３　その他 108 3,096 0.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 1,940

　２　創立費 849

　３　その他 0 2,790 0.1

　　　経常利益 330,710 17.2

Ⅵ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※２ 15,932 15,932 0.9

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

314,778 16.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

183,350

　　　法人税等調整額 △26,822 156,528 8.1

　　　当期純利益 158,250 8.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 457,976 447,976 309,5981,215,551 822 1,216,374

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 51 51 103 103

　当期純利益 158,250 158,250 158,250

　株主資本以外の項目の

　連結会計年度中の変動額(純額)
821 821

連結会計年度中の変動額合計

(千円)
51 51 158,250 158,354 821 159,175

平成20年３月31日残高(千円) 458,028 448,028 467,8491,373,906 1,644 1,375,550
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 314,778

　２　減価償却費 52,597

　３　貸倒引当金の増減額(△は減少) 1,318

　４　賞与引当金の増減額(△は減少) 33,535

　５　支払利息 1,940

　６　固定資産除却損 15,932

　７　売上債権の増減額(△は増加) △38,759

　８　たな卸資産の増減額(△は増加) △424

　９　仕入債務の増減額(△は減少) 1,293

　10　未払金の増減額(△は減少) △13,736

　11　未払消費税等の増減額(△は減少) △12,127

　12　その他 △18,520

　　　　小計 337,826

　13　法人税等の支払額 △239,298

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 98,528

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △62,507

　２　無形固定資産の取得による支出 △223,375

　３　投資有価証券の取得による支出 △20,000

　４　貸付による支出 △35,000

　５　貸付金の回収による収入 10,500

　６　その他 1,511

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △328,871

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額 30,000

　２　長期借入金の返済による支出 △29,996

　３　株式の発行による収入 43

　４　利息の支払額 △2,044

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,996

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △232,340

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 946,481

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 714,141
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 　すべての子会社を連結しております。

　連結子会社の数　１社

　会社名　株式会社フィール・ジー

　なお、株式会社フィール・ジーは当連結会計年度

において新たに設立したことにより、連結子会社

に含めることとしております。

２　持分法の適用に関する事項 　該当事項はありません。　

３　連結子会社の事業年度等に関する事

項

　連結子会社の決算日の末日は、連結決算日と一致

しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

　満期保有目的の債券

　　償却原価法（利息法）

② たな卸資産

　仕掛品

　　個別法による原価法を採用しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物　　　10年～15年

　　器具備品　４年～８年

② 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　ソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（２年～５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

　(3) 重要な繰延資産の処理方法 創立費

　支払時に全額費用処理しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　(6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。
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項目
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。

６　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

――――――――――

　

　

　

(連結損益計算書関係)

　
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要項目

広告宣伝費 345,697千円

回収代行手数料 155,951千円

給与手当 162,054千円

貸倒損失 13,186千円

貸倒引当金繰入額 4,837千円

賞与引当金繰入額 18,845千円

※２　固定資産除却損の内容

ソフトウェア 13,225千円

その他 2,706千円

　計 15,932千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,710 8 － 22,718

(注)　普通株式の発行済株式数の増加は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。

　
２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。
　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

－ － 1,644

合計 － － 1,644

　
　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表の現金及び預金勘定の金額は一致しており

ます。　
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(リース取引関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため、連結財務諸表規則第15条の３

において準用する財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により、記載を省略しております。

　

　

(有価証券関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　時価評価されていない主な有価証券

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

(1) 満期保有目的の債券

 ①　非上場外国債券 20,000

計 20,000

　

２　満期保有目的の債券の今後の償還予定額

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

 ①　非上場外国債券 － 20,000 － －

計 － 20,000 － －

　

　

(デリバティブ取引関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

　

(退職給付関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価（給与手当） 202千円

販売費及び一般管理費（給与手当) 679千円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

ストック・オプションの数につきましては、株式数に換算して記載しております。なお、平成18
年11月７日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行ったため、分割後の株式
数、権利行使価格及び公正な評価単価を記載しております。
　

(１) ストック・オプションの内容　

第１回新株予約権 第２回新株予約権① 第２回新株予約権②

株主総会決議年月日 平成18年１月31日 平成18年１月31日 同左

取締役会決議年月日 平成18年２月２日 平成18年２月２日 同左

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名、従業

員21名

当社の取締役１名 当社の監査役１名、従業

員10名

株式の種類及び付与数 普通株式　194株 普通株式　400株 普通株式　78株

付与日 平成18年２月３日 平成18年２月３日 同左

権利確定条件 付与日（平成18年２月

３日）から権利確定日

（平成21年３月19日）

まで継続して勤務して

いること。

付与日（平成18年２月

３日）から権利確定日

（平成18年10月26日）

まで継続して勤務して

いること。

（注）１

対象勤務期間 平成18年２月３日～平

成21年３月19日

平成18年２月３日～平

成18年10月26日

上記付与日から権利確

定日の期間

権利行使期間 権利確定後から平成28

年１月31日まで

権利確定後から平成28

年１月31日まで

権利確定後から平成24

年３月19日まで

　

第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

株主総会決議年月日 平成18年１月31日 平成18年１月31日 平成18年８月31日

取締役会決議年月日 平成18年６月30日 平成18年６月30日 平成18年８月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員19名 当社の従業員１名 当社の取締役５名

株式の種類及び付与数 普通株式　94株 普通株式　４株 普通株式　94株

付与日 平成18年６月30日 平成18年６月30日 平成18年８月31日

権利確定条件 付与日（平成18年６月

30日）から権利確定日

（平成21年３月19日）

まで継続して勤務して

いること。

（注）２ 付与日（平成18年８月

31日）から権利確定日

（平成21年３月19日）

まで継続して勤務して

いること。

対象勤務期間 平成18年６月30日～平

成21年３月19日

上記付与日から権利確

定日の期間

平成18年８月31日～平

成21年３月19日

権利行使期間 権利確定後から平成28

年１月31日まで

権利確定後から平成24

年３月19日まで

権利確定後から平成28

年８月31日まで

（注） １　割当を受けた新株予約権数の２分の１までについては、付与日（平成18年２月３日）以降、権利確定日（平

成19年９月19日）まで継続して勤務していること。また、割当を受けた新株予約権数のすべてについては、付

与日（平成18年２月３日）以降、権利確定日（平成21年３月19日）まで継続して勤務していること。

２　割当を受けた新株予約権数の２分の１までについては、付与日（平成18年６月30日）以降、権利確定日（平成

19年９月19日）まで継続して勤務していること。また、割当を受けた新株予約権数のすべてについては、付与

日（平成18年６月30日）以降、権利確定日（平成21年３月19日）まで継続して勤務していること。

　

(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に
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ついては、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

第１回

新株予約権

第２回

新株予約権②

第３回

新株予約権

第４回

新株予約権

第５回

新株予約権

取締役会決議

年月日

平成18年

２月２日

平成18年

２月２日

平成18年

６月30日

平成18年

６月30日

平成18年

８月31日

権利確定前（株)

　前連結会計
　年度末

168 74 94 4 94

　付与 － － － － －

　失効 26 14 10 － －

　権利確定 － 30 － 2 －

　未確定残 142 30 84 2 94

権利確定後（株)

　前連結会計
　年度末

－ － － － －

　権利確定 － 30 － 2 －

　権利行使 － 6 － 2 －

　失効 － － － － －

　未行使残 － 24 － － －

　

② 単価情報

第１回

新株予約権

第２回

新株予約権②

第３回

新株予約権

第４回

新株予約権

第５回

新株予約権

取締役会決議

年月日

平成18年

２月２日

平成18年

２月２日

平成18年

６月30日

平成18年

６月30日

平成18年

８月31日

権利行使価格（円) 5,450 5,450 5,450 5,450 35,500

行使時平均株価

（円）
－ 139,000 － 205,000 －

付与日における公

正な評価単価（円)
－ － 30,050 30,050 －

　

３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度中に付与されたストック・オプションはありません。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方

法を採用しております。
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５　本源的価値の合計額

① 当連結会計年度末における本源的価値の合計額

第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

取締役会決議年月日 平成18年６月30日 平成18年６月30日 平成18年８月31日

付与数（株） 84 2 94

公正な評価単価（円） 30,050 30,050 －

行使価格（円） 5,450 5,450 35,500

本源的価値合計（千円） 2,524 60 －

　

② 当連結会計年度中に権利行使されたストック・オプションの権利行使時における本源的価値の

合計額

第４回新株予約権

取締役会決議年月日 平成18年６月30日

行使数（株） 2

公正な評価単価（円） 30,050

行使価格（円） 5,450

本源的価値合計（千円） 60
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(税効果会計関係)

　
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　(繰延税金資産)

 ① 流動資産

　　貸倒損失 6,748千円

　　賞与引当金 13,639千円

　　未払事業税 7,754千円

　　その他 3,393千円

　　　合計 31,537千円

 ② 固定資産

　　ソフトウェア 14,001千円

　　税務上の繰越欠損金 22,715千円

　　その他 2,342千円

　　　小計 39,059千円

　　評価性引当額 △24,506千円

　　　合計 14,552千円

　繰延税金資産合計 46,090千円

　繰延税金資産の純額 46,090千円
　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

住民税均等割 0.2％

評価性引当額の増減 7.9％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.7％
　

　

　

(企業結合等関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

モバイル
コンテンツ
事業(千円)

モバイルマー
ケティング
事業(千円)

Ｅコマース
事業(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,789,51097,364 40,0001,926,874 － 1,926,874

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

－ 897 － 897 (897) －

計 1,789,51098,261 40,0001,927,771(897)1,926,874

　営業費用 1,309,511188,26599,8901,597,667(1,197)1,596,470

　営業利益又は
　営業損失(△)

479,998△90,004△59,890330,104 300 330,404

Ⅱ 資産、減価償却費
　 及び資本的支出

　資産 658,34647,483229,855935,685800,8131,736,499

　減価償却費 32,624 5,723 11,133 49,481 3,116 52,597

　資本的支出 109,65829,607109,700248,96624,980273,946

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な品目

　　(1) モバイルコンテンツ事業：モバイルコンテンツ公式サイトの企画運営。

　　(2) モバイルマーケティング事業：企業向けモバイルソリューションサービスの提供。

　　(3) Ｅコマース事業：電子カタログギフトサイトの企画運営。

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、800,813千円であり、その主なものは、当社での余

資産運用資金（現金及び預金）及び管理部門等に係る資産であります。

　

【所在地別セグメント情報】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。
　

【海外売上高】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　海外売上高がないため、記載を省略しております。

　

【関連当事者との取引】

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 60,476円54銭

１株当たり当期純利益 6,967円70銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6,853円93銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 1,375,550

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) 1,644

(うち新株予約権) (1,644)

普通株式に係る連結会計年度末の純資産額 (千円) 1,373,906

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
連結会計年度末の普通株式の数 (株)

22,718

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

　損益計算書上の当期純利益 (千円) 158,250

　普通株主に帰属しない金額 (千円) －

　普通株式に係る当期純利益 (千円) 158,250

　普通株式の期中平均株式数 (株) 22,712

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額 (千円) －

　普通株式増加数 (株) 377

　(うち新株予約権) (377)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―――――
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(重要な後発事象)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂの株式取得

　　　当社は、平成20年３月26日開催の取締役会におきまして、次世代コミュニケーションサービ

スで事業シナジーを得ることを目的として株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂの第三者割当増資を

引き受けることを決議し、平成20年４月１日に同社普通株式4,000株を取得いたしました。

なお、今回の株式取得により同社は当社の持分法適用関連会社になりました。

　　(1) 株式取得の概要

　　　① 第三者割当増資払込期日　平成20年４月１日

　　　② 引受株式数　4,000株 (増資後の所有割合　26.7％)

　　　③ 引受総額　40,000千円

　　(2) 株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂの概要

　　　① 商号　株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂ

　　　② 代表者　代表取締役社長　中山小百合

　　　③ 所在地　東京都千代田区飯田橋一丁目６番３号

　　　④ 設立年月日　平成19年11月１日

　　　⑤ 事業の内容　ソフトウェア・ハードウェアの企画、開発、販売、設計、保守

　　　　 　　　　　　システムの企画、開発、販売、運営、保守

　　　　 　　　　　　各デジタルコンテンツの企画、制作、配信

　　　⑥ 決算期　９月30日

　

２　ストックオプションとしての新株予約権の発行決議

　　　当社は、平成20年６月26日開催の定時株主総会及び同日開催の取締役会におきまして、会社

法第236条、第238条及び第240条ならびに会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、当社の取締役及び従業員に対してストックオプションとして新株予約権を発行するこ

とを決議いたしました。

　なお、詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（８）ストックオ

プション制度の内容」に記載しております。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 － 30,000 － ―

１年以内に返済予定の長期借入金 － 29,996 2.6 ―

１年以内に返済予定のリース債務 － － － ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

－ 15,843 2.6
　平成21年４月～
平成21年10月　

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

－ － － ―

その他有利子負債 － － － ―

合計 － 75,839 － ―

（注）１　当連結会計年度が連結附属明細表作成初年度であるため、前期末残高については記載しておりません。

２　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

３　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 15,843 － － －

　

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 946,481 616,981

　２　売掛金 522,604 541,306

　３　仕掛品 － 424

　４　前払費用 6,199 13,156

　５　繰延税金資産 16,590 31,537

　６　短期貸付金 ※１ － 124,500

　７　その他 49 7,522

　　　貸倒引当金 △3,519 △4,837

　　　流動資産合計 1,488,40791.2 1,330,59075.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 17,844 21,129

　　　　減価償却累計額 △2,817 15,027 △5,800 15,328

　　(2) 器具備品 41,764 93,559

　　　　減価償却累計額 △13,627 28,137 △34,695 58,863

　　　有形固定資産合計 43,1642.7 74,1924.2

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 28,909 62,342

　　(2) ソフトウェア仮勘定 10,411 55,452

　　　無形固定資産合計 39,3212.4 117,7946.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 － 20,000

　　(2) 関係会社株式 － 160,000

　　(3) 繰延税金資産 2,677 14,552

　　(4) 差入敷金保証金 57,800 57,906

　　　投資その他の資産合計 60,4773.7 252,45914.2

　　　固定資産合計 142,9648.8 444,44625.0

　　　資産合計 1,631,371100.0 1,775,037100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 40,419 27,593

　２　短期借入金 － 30,000

　３　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

29,996 29,996

　４　未払金 98,967 72,617

　５　未払費用 16,195 12,372

　６　未払法人税等 148,650 99,130

　７　未払消費税等 25,566 13,439

　８　前受金 200 －

　９　預り金 9,161 4,176

　10　賞与引当金 － 33,535

　　　流動負債合計 369,15722.6 322,86018.2

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 45,839 15,843

　　　固定負債合計 45,8392.8 15,8430.9

　　　負債合計 414,99625.4 338,70319.1

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 457,976 458,028

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 447,976 448,028

　　　資本剰余金合計 447,976 448,028

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金 309,598 528,632

　　　利益剰余金合計 309,598 528,632

　　　株主資本合計 1,215,55174.5 1,434,68980.8

Ⅱ　新株予約権 822 0.1 1,6440.1

　　　純資産合計 1,216,37474.6 1,436,33380.9

　　　負債純資産合計 1,631,371100.0 1,775,037100.0
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②【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,530,072100.0 1,887,771100.0

Ⅱ　売上原価 392,52325.7 477,19025.3

　　　売上総利益 1,137,54874.3 1,410,58174.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 254,646 345,694

　２　貸倒損失 7,697 13,186

　３　貸倒引当金繰入額 3,519 4,837

　４　回収代行手数料 124,770 155,951

　５　役員報酬 45,650 65,979

　６　給与手当 104,565 158,076

　７　減価償却費 4,485 7,274

　８　賞与引当金繰入額 － 18,845

　９　その他 166,171711,50646.5 250,7411,020,58754.0

　　　営業利益 426,04127.8 389,99420.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 46 1,659

　２　補助金収入 1,200 1,300

　３　その他 160 1,4070.1 408 3,3670.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 2,138 1,940

　２　株式交付費 3,733 －

　３　株式公開費用 19,823 －

　４　その他 510 26,2051.7 0 1,9400.1

　　　経常利益 401,24326.2 391,42120.7

Ⅵ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※１ － － － 15,932 15,9320.8

　　税引前当期純利益 401,24326.2 375,48919.9

　　法人税、住民税及び事業税 174,278 183,278

　　法人税等調整額 △10,207164,07010.7 △26,822156,4558.3

　　　当期純利益 237,17315.5 219,03311.6
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売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 188,976 45.3 236,929 41.8

Ⅱ　外注費 108,672 26.0 190,202 33.5

Ⅲ　経費 ※１ 119,788 28.7 140,127 24.7

当期総製造費用 417,437100.0 567,259100.0

期首仕掛品たな卸高 － －

　合計 417,437 567,259

期末仕掛品たな卸高 － 424

他勘定振替高 ※２ 24,913 89,644

売上原価 392,523 477,190

　

（注）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　経費の主な内訳

地代家賃 37,762千円

支払ロイヤリティ 20,343千円

消耗品費 13,660千円

減価償却費 12,630千円

　

※１　経費の主な内訳

地代家賃 42,435千円

減価償却費 34,190千円

　

※２　他勘定振替高の内容

　ソフトウェア 14,501千円

　ソフトウェア仮勘定 10,411千円

計 24,913千円

　

※２　他勘定振替高の内容

　ソフトウェア 32,511千円

　ソフトウェア仮勘定 57,132千円

計 89,644千円

　

３　原価計算の方法

　原価計算の方法は、プロジェクト別の個別原

価計算を採用しております。

３　原価計算の方法

同左
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 25,369 15,369 72,425 113,163 － 113,163

事業年度中の変動額

　新株の発行 432,607 432,607 865,215 865,215

　当期純利益 237,173 237,173 237,173

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

822 822

事業年度中の変動額合計(千円) 432,607 432,607 237,1731,102,388 822 1,103,211

平成19年３月31日残高(千円) 457,976 447,976 309,5981,215,551 822 1,216,374

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 457,976 447,976 309,5981,215,551 822 1,216,374

事業年度中の変動額

　新株の発行 51 51 103 103

　当期純利益 219,033 219,033 219,033

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

821 821

事業年度中の変動額合計(千円) 51 51 219,033 219,137 821 219,959

平成20年３月31日残高(千円) 458,028 448,028 528,6321,434,689 1,644 1,436,333
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　当事業年度のキャッシュ・フロー計算書については、連結財務諸表を作成しているため記載しておりませ

ん。
　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税引前当期純利益 401,243

　２　減価償却費 17,116

　３　貸倒引当金の増減額(△は減少) 1,311

　４　支払利息 2,138

　５　売上債権の増減額(△は増加) △289,173

　６　仕入債務の増減額(△は減少) 26,008

　７　未払金の増減額(△は減少) 35,956

　８　未払消費税等の増減額(△は減少) 14,922

　９　その他 26,400

　　　　小計 235,925

　10　法人税等の支払額 △98,908

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 137,017

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △34,690

　２　無形固定資産の取得による支出 △31,923

　３　差入敷金保証金の取得による支出 △47,662

　４　差入敷金保証金の返還による収入 5,074

　５　その他 △46

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △109,249

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額 △31,674

　２　長期借入れによる収入 90,000

　３　長期借入金の返済による支出 △28,426

　４　株式の発行による収入 861,481

　５　利息の支払額 △2,171

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 889,209

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 916,977

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 29,504

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 946,481
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法
――――― (1) 満期保有目的の債券

　償却原価法（利息法）

(2) 子会社株式

　移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 仕掛品

個別法による原価法を採用しており

ます。

(1) 仕掛品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物　　　　　10～15年

器具備品　　　４～８年

(1) 有形固定資産

同左

――――― （会計処理の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の固定資

産については、改正法人税法に規定する

償却方法により、減価償却費を計上して

おります。

　なお、この変更に伴う売上総利益、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。

（追加情報）

　当事業年度より、平成19年３月31日以

前に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっており

ます。

　なお、この変更に伴う売上総利益、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(２～５年)に基づ

く定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費

支払時に全額費用処理しておりま

す。

―――――
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（表示方法の変更）

　当事業年度より「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年８月11日 実務対応

報告第19号）を適用しております。

　これにより、前事業年度まで新株発行

に係る費用は「新株発行費」として表

示しておりましたが、当事業年度より

「株式交付費」として表示しておりま

す。

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

――――― (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

払に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

（追加情報）

　賞与に関する規程の改定に伴い、当事

業年度より賞与引当金を計上しており

ます。

　この変更に伴い、売上原価が14,689千

円、販売費及び一般管理費が18,845千円

増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は33,535千円減少しており

ます。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

７　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

―――――

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,215,551千円であります。

当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

――――――――――

ストック・オプション等に関する会計基準等

当事業年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。

これにより、売上総利益240千円、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ822千円減少してお

ります。

――――――――――
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注記事項

　

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

――――――――――

　

※１　関係会社に対する債権

短期貸付金 100,000千円

　

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――――――――

　

※１　固定資産除却損の内容

ソフトウェア 13,225千円

その他 2,706千円

　計 15,932千円

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,820 15,890 － 22,710

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加は、第三者割当による新株発行による増加（3,085株）、新株予約権の行使によ

る増加（200株）、株式分割による増加（10,105株）及び公募増資による新株発行による増加（2,500株）であり

ます。
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。
　

３　新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株）
当事業年度末残高
（千円）前事業

年度末
増加 減少

当事業
年度末

ストックオプション
としての新株予約権

－ － 822

(注) 上記新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。
　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表の現金及

び預金勘定の金額は一致しております。

　当事業年度のキャッシュ・フロー計算書関係について

は、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表に

おける注記事項として記載しております。

　

　

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31

日)

会社の事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため財務諸表等規則第

８条の６第６項の規定により記載を省略しております。

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度の有価証券関係については、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。

なお、子会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度のデリバティブ取引関係については、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表における注記事

項として記載しております。

　

　

(退職給付関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度の退職給付関係については、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　ストック・オプションにかかる当事業年度における費用計上額及び科目名

売上原価（給与手当） 240千円

販売費及び一般管理費（給与手当) 582千円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

ストック・オプションの数につきましては、株式数に換算して記載しております。なお、平成18
年11月７日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行ったため、分割後の株式
数、権利行使価格及び公正な評価単価を記載しております。
　

(１) ストック・オプションの内容　

第１回新株予約権 第２回新株予約権① 第２回新株予約権②

株主総会決議年月日 平成18年１月31日 平成18年１月31日 同左

取締役会決議年月日 平成18年２月２日 平成18年２月２日 同左

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名、従業

員21名

当社の取締役１名 当社の監査役１名、従業

員10名

株式の種類及び付与数 普通株式　194株 普通株式　400株 普通株式　78株

付与日 平成18年２月３日 平成18年２月３日 同左

権利確定条件 付与日（平成18年２月

３日）から権利確定日

（平成21年３月19日）

まで継続して勤務して

いること。

付与日（平成18年２月

３日）から権利確定日

（平成18年10月26日）

まで継続して勤務して

いること。

（注）１

対象勤務期間 平成18年２月３日～平

成21年３月19日

平成18年２月３日～平

成18年10月26日

上記付与日から権利確

定日の期間

権利行使期間 権利確定後から平成28

年１月31日まで

権利確定後から平成28

年１月31日まで

権利確定後から平成24

年３月19日まで

　

第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

株主総会決議年月日 平成18年１月31日 平成18年１月31日 平成18年８月31日

取締役会決議年月日 平成18年６月30日 平成18年６月30日 平成18年８月31日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員19名 当社の従業員１名 当社の取締役５名

株式の種類及び付与数 普通株式　94株 普通株式　４株 普通株式　94株

付与日 平成18年６月30日 平成18年６月30日 平成18年８月31日

権利確定条件 付与日（平成18年６月

30日）から権利確定日

（平成21年３月19日）

まで継続して勤務して

いること。

（注）２ 付与日（平成18年８月

31日）から権利確定日

（平成21年３月19日）

まで継続して勤務して

いること。

対象勤務期間 平成18年６月30日～平

成21年３月19日

上記付与日から権利確

定日の期間

平成18年８月31日～平

成21年３月19日

権利行使期間 権利確定後から平成28

年１月31日まで

権利確定後から平成24

年３月19日まで

権利確定後から平成28

年８月31日まで

（注） １　割当を受けた新株予約権数の２分の１までについては、付与日（平成18年２月３日）以降、権利確定日（平

成19年９月19日）まで継続して勤務していること。また、割当を受けた新株予約権数のすべてについては、付

与日（平成18年２月３日）以降、権利確定日（平成21年３月19日）まで継続して勤務していること。

２　割当を受けた新株予約権数の２分の１までについては、付与日（平成18年６月30日）以降、権利確定日（平成

19年９月19日）まで継続して勤務していること。また、割当を受けた新株予約権数のすべてについては、付与

日（平成18年６月30日）以降、権利確定日（平成21年３月19日）まで継続して勤務していること。
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(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

第１回

新株予約権

第２回

新株予約権①

第２回

新株予約権②

第３回

新株予約権

第４回

新株予約権

第５回

新株予約権

取締役会決議

年月日

平成18年

２月２日

平成18年

２月２日

平成18年

２月２日

平成18年

６月30日

平成18年

６月30日

平成18年

８月31日

権利確定前（株)

　前事業年度末 184 400 78 － － －

　付与 － － － 94 4 94

　失効 16 － 4 － － －

　権利確定 － 400 － － － －

　未確定残 168 － 74 94 4 94

権利確定後（株)

　前事業年度末 － － － － － －

　権利確定 － 400 － － － －

　権利行使 － 400 － － － －

　失効 － － － － － －

　未行使残 － － － － － －

　

② 単価情報

第１回

新株予約権

第２回

新株予約権①

第２回

新株予約権②

第３回

新株予約権

第４回

新株予約権

第５回

新株予約権

取締役会決議

年月日

平成18年

２月２日

平成18年

２月２日

平成18年

２月２日

平成18年

６月30日

平成18年

６月30日

平成18年

８月31日

権利行使価格（円) 5,450 5,450 5,450 5,450 5,450 35,500

行使時平均株価

（円）
－ （注）－ － － － －

付与日における公

正な評価単価（円)
－ － － 30,050 30,050 －

(注)　権利行使時においては、当社は未公開企業であったため、行使時平均株価は記載しておりません。
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３　当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当事業年度にストック・オプションを付与した時点においては、当社は未公開企業であったた

め、公正な評価単価の見積は、本源的価値の見積りに基づいて算定しております。なお、本源的価

値を算出するための基礎となった算定時点における自社の株式の評価方法は、純資産価額方式と

類似会社比準方式により算出した価格を総合的に勘案して決定しております。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方

法を採用しております。

　

５　本源的価値の合計額

当事業年度末における本源的価値の合計額は、以下のとおりであります。

第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

取締役会決議年月日 平成18年６月30日 平成18年６月30日 平成18年８月31日

付与数（株） 94 4 94

公正な評価単価（円） 30,050 30,050 －

行使価格（円） 5,450 5,450 35,500

本源的価値合計（千円） 2,824 120 －

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度のストック・オプション等関係については、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表における

注記事項として記載しております。

　

　

　

次へ
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

　貸倒損失 3,109千円

　未払賞与 2,097千円

　未払事業税 11,283千円

　その他 99千円

②　固定資産

　ソフトウェア 1,150千円

　その他 1,527千円

　繰延税金資産合計 19,267千円

　繰延税金資産の純額 19,267千円

　

(繰延税金資産)

①　流動資産

　貸倒損失 6,748千円

　賞与引当金 13,639千円

　未払事業税 7,754千円

　その他 3,393千円

②　固定資産

　ソフトウェア 12,210千円

　その他 2,342千円

　繰延税金資産合計 46,090千円

　繰延税金資産の純額 46,090千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。

同左

３　当事業年度より外形標準課税の適用対象となったた

め、当事業年度の繰延税金資産の計算に使用した法定

実効税率を、前事業年度の41.7％から40.4％に変更し

ております。この変更による影響は軽微であります。

　

――――――

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31

日)

該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度の持分法損益等については、連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

（１）役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
個人主要
株主

永田万里子 － －
当社代表
取締役社長

被所有直接
47.12％

－ －
増資引受
(注2）

106,500－ －

役員 永田祐一郎 － － 当社取締役 － － －
新株予約権
の付与
(注3）

－ － －

役員
山内征宏
(注４）

－ － 当社取締役
被所有直接
0.53％

－ －

新株予約権
の付与
(注3）

－ － －

増資引受
(注2）

4,260－ －

役員
長橋良治
(注４）

－ － 当社取締役
被所有直接
0.13％

－ －

新株予約権
の付与
(注3）

－ － －

増資引受
(注2）

1,065－ －

役員
北村勝利
(注４）

－ － 当社取締役
被所有直接
1.59％

－ －

新株予約権
の付与
(注3）

－ － －

増資引受
(注2）

12,780－ －

役員
福原健吾
(注４）

－ － 当社取締役
被所有直接
0.26％

－ －

新株予約権
の付与
(注3）

－ － －

増資引受
(注2）

2,130－ －

(注) １　上記取引金額及び期末残高には消費税等を含んでおりません。

２　当社の行った第三者割当増資の引受によるものであります。発行価格は当社の事業内容、類似会社及び当社の

簿価純資産等との比較に基づき、第三者が算定した価格であります。

３　新株予約権の付与

　　　平成18年８月31日開催の臨時株主総会特別決議（同日開催取締役会決議）により、会社法第239条の規定に基

づくストックオプション（新株予約権）を以下のとおり付与しております。なお、当事業年度における権利行

使はありません。

　　　第５回新株予約権

氏名 付与した新株予約権の数

北村勝利 20個

長橋良治 10個

福原健吾 ７個

山内征宏 ５個

永田祐一郎 ５個

４　山内征宏、長橋良治、北村勝利及び福原健吾は、平成18年６月30日付で取締役に就任いたしました。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当事業年度の関連当事者との取引については、連結財務諸表を作成しているため、連結財務諸表における注記事項

として記載しております。
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(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 53,524円96銭 63,152円10銭

１株当たり当期純利益 13,615円30銭 9,643円97銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

13,159円52銭 9,486円50銭

当社は、平成18年11月７日付で普通

株式１株に対し普通株式２株の割合で

株式分割を行っております。

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における前事業年度の

（１株当たり情報）の各数値は以下の

とおりであります。

――――――

１株当たり純資産額　 8,296円46銭

１株当たり当期純利益 6,455円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権の残

高がありますが、前事業年度の当社株

式は非上場であったため、期中平均株

価が把握できないことから、記載して

おりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,216,374 1,436,333

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 822 1,644

（うち新株予約権） (822) (1,644)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,215,551 1,434,689

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（株）

22,710 22,718
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２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

　損益計算書上の当期純利益（千円） 237,173 219,033

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 237,173 219,033

　普通株式の期中平均株式数（株） 17,419 22,712

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 603 377

　（うち新株予約権） (603) (377)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

―――――
 
 

―――――
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――― １　株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂの株式取得

　　　当社は、平成20年３月26日開催の取締役会におきまし

て、次世代コミュニケーションサービスで事業シナ

ジーを得ることを目的として株式会社ＣＬＯＮ Ｌ

ａｂの第三者割当増資を引き受けることを決議し、

平成20年４月１日に同社普通株式4,000株を取得い

たしました。なお、今回の株式取得により同社は当社

の持分法適用関連会社になりました。

　　(1) 株式取得の概要

　　　① 第三者割当増資払込期日　平成20年４月１日

　　　② 引受株式数　4,000株 

　　 (増資後の所有割合　26.7％)

　　　③ 引受総額　40,000千円

　　(2) 株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂの概要

　　　① 商号　株式会社ＣＬＯＮ Ｌａｂ

　　　② 代表者　代表取締役社長　中山小百合

　　　③ 所在地　東京都千代田区飯田橋一丁目

　　　　　　 ６番３号

　　　④ 設立年月日　平成19年11月１日

　　　⑤ 事業の内容　ソフトウェア・ハードウェアの

　　　　　　　　 企画、開発、販売、設計、保守

　　　　 　　　　　　システムの企画、開発、販売、

　　　　　　　　 運営、保守

　　　　 　　　　　　各デジタルコンテンツの企画、

　　　　　　　　 制作、配信

　　　⑥ 決算期　９月30日

　

２　ストックオプションとしての新株予約権の発行決議

　　　当社は、平成20年６月26日開催の定時株主総会及び同

日開催の取締役会におきまして、会社法第236条、第

238条及び第240条ならびに会社法第236条、第238条

及び第239条の規定に基づき、当社の取締役及び従業

員に対してストックオプションとして新株予約権を

発行することを決議いたしました。

　なお、詳細につきましては、「第４　提出会社の状況

　１　株式等の状況　（８）ストックオプション制度

の内容」に記載しております。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【債券】

　

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 満期保有目的の債券
みずほインターナショナル
ステップアップ・バミュー
ダコーラブル債

20,000 20,000

計 20,000 20,000

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 17,844 3,284 － 21,129 5,800 2,983 15,328

　器具備品 41,76452,654 860 93,559 34,69521,87358,863

有形固定資産計 59,60955,939 860 114,68840,49524,85674,192

無形固定資産

　ソフトウェア 36,34763,26616,08283,531 21,18916,60862,342

　ソフトウェア仮勘定 10,41189,64444,60355,452 －  － 55,452

無形固定資産計 46,759152,91160,686138,98421,18916,608117,794

（注）１　器具備品の当期増加のうち主なものは、事業拡大に伴うサーバ等の購入（48,038千円）によるものでありま

す。

２　ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定の当期増加額のうち主なものは、自社ソフトウェア開発費用（86,993千

円）であります。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 3,519 4,837 3,519 － 4,837

賞与引当金 － 33,535 － － 33,535
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 375

預金

普通預金 416,605

定期預金 200,000

預金計 616,605

合計 616,981

　

ｂ　売掛金

イ　相手先別内訳　

　

相手先 金額(千円)

(株)ＮＴＴドコモ 401,817

ウォルト・ディズニー・ジャパン(株) 45,040

ＫＤＤＩ(株) 32,582

ソフトバンクモバイル(株) 24,749

パナソニック モバイルコミュニケーションズ(株) 13,469

その他 23,647

合計 541,306

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(千円)

(Ａ)

当期発生高
(千円)

(Ｂ)

当期回収高
(千円)

(Ｃ)

次期繰越高
(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

522,604 1,982,1601,963,458 541,306 78.4 98.2

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ｃ　仕掛品

品目 金額(千円)

システム受託開発 424

合計 424

　

ｄ　短期貸付金

　

相手先 金額(千円)

(株)フィール・ジー 100,000

電子金券開発(株) 24,500

合計 124,500
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ｅ　関係会社株式

　

銘柄 金額(千円)

(株)フィール・ジー 160,000

合計 160,000

　

②　負債の部

ａ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

(株)ボトルキューブ 5,880

メディアファイブ(株) 2,698

(株)エニセンス 2,583

(株)ミュウシステムテクノロジー 1,606

(株)トライアルカンパニー 1,470

その他 13,354

合計 27,593

　

ｂ　未払法人税等

　

区分 金額(千円)

法人税 66,198

住民税 13,737

事業税 19,194

合計 99,130

　

　

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 ─

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

公告掲載方法

会社の公告の方法は、電子公告により行います。ただし、電子公告を行うことができな
い事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは次のとおりです。
http://www.i-freek.co.jp/ir

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　

当社には親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

　

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第７期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日) 平成19年６月28日福岡財務支局長に提出。

　

(２) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年６月28日に提出した有価証券報告書の訂正報告書 平成19年９月18日福岡財務支局長に提出。

　

(３) 半期報告書

事業年度　第７期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日) 平成19年12月18日福岡財務支局長に提出。

　

(４) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書　平成19

年10月５日福岡財務支局長に提出

　

(５) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書　平成

19年12月５日福岡財務支局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイフリーク(E05682)

有価証券報告書

96/99



独立監査人の監査報告書

　
平成20年６月26日

株式会社アイフリーク

取締役会　御中

　

　

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 筆　野　　　力　　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 原　田　清　朗　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アイフリークの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社アイフリーク及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　
平成19年６月28日

株式会社アイフリーク

取締役会　御中

　

　

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山　下　　　隆　　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 筆　野　　　力　　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アイフリークの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイフリークの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　
平成20年６月26日

株式会社アイフリーク

取締役会　御中

　

　

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 筆　野　　　力　　　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 原　田　清　朗　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アイフリークの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第８期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイフリークの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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